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財政危機の第4段階とその様相
花 田 功
は じ め に
本稿 は90年代の財政危機を財政危機iの第4段 階 と規定し,そ れが第4段 階で
ある所以を他の諸段階 との対比において明 らかにするとともに,第4段 階の財
政危機 を歳入 ・歳出の両面か ら前段階(80年代の財政)と 比較 しつつ分析す る
ことを課題 としている。
90年代の財政危機の急激 な進行によって財政危機が恐ろ しく深刻 なもの と
なったため急速な財政再建が不可避 となり,2001年度以降日本の財政危機は新
たな段階に入ることとなったが,本 稿における90年代財政の明確な位置づけや
その分析 は現在進行中の新たな段階の日本の財政危機を分析 してい くための欠
かす ことのできない作業であると思われる。
第1節 では,財 政危機を1965年に始まるその第1段 階か ら順 に追うことに
よって,他 の諸段階 との対比で90年代の財政危機が財政危機の第4段 階である
所以を明らかにする。
続 く第2節 では,90年代の歳入を80年代 と比較しながら分析 し,90年代に歳
入が大 きく減少 した基本的要因を整理する。
最後 に,第3節 では,や はり80年代 と対比 しなが ら,90年代の歳出について
分析 し,歳入の大きな減少にもかかわず歳出が80年代にも増して増大せざるを
えなかった基本的要因について整理する。
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第1節 財政危機の第4段 階としての90年代
本節では,第1-1表から第1-3表を見ながら,財政危機iの諸段階を第1段 階か
ら順に追跡 していくことを通 じて90年代の財政危機が財政危機の第4段 階であ
る所以を明らかにする。
財政危機の第1段 階は1965年度か ら70年度にかけてである。
戦後 日本においては一般会計では1947年の財政法の制定以来国債発行に頼 ら
ない財政運営が続けられてきたが,1965年度の当時 としては戦後最大の不況に
よる純歳入(本 稿では歳入のうちの公債金 と前年度剰余金受入 と決算調整資金
受入以外の部分,つ まり,租税及び印紙収入,専 売納付金,官 業益金及び官業
収入,政 府資産整理収入,雑 収入の合計 をこのように呼ぶ1))の伸びの鈍化 と
歳出の伸びの増大のため,つ いにこの年1,972億円の赤字国債の発行を余儀な
くされた。そ して,こ の年以来休むことなく国債発行が続けられ,休 むことな
く国債発行残高が増大を続けたのである。こうして,1965年度か ら財政危機が
進行を開始 したのである。
66年に入 って景気は回復に向かったが,こ の年はまだ純歳入の伸びは大きく
なか ったし,景 気テコ入 れのため歳出の伸 びが20%に近い非常に高い伸び と
なったため,歳入不足額は6,000億円を越 える大 きな額に達 し,それにともなっ
て国債発行額 も前年度の3倍 を越 える6,656億円に達 した。
しか し,続 く67年度か ら70年度にかけては景気の本格的な拡大とともに純歳
入の伸びが急上昇 し,平均で20%近くの非常 に高い伸びが持続 したため,歳 出
は依然高い伸びが続いたにもかかわらず,歳 入不足額は次第に減少 していき,
それにともなって,国 債発行額 も67年度をピークに減少 を続け,70年度には67
年度の2分 の1以 下 となった。
このように,65年度から70年度にかけての財政危機の第1段 階では国債発行
が始 まり,一時急増 したが,67年度以降の景気の急激な拡大にともなう純歳入
1)但 し,1965年度 までは前年度剰余金受入も純歳入に含める。
財政危機の第4段階とその様相 巧
第1-1表 純歳入,歳出総額等の推移
(単位 億 円,%)
a b a-b 国債発行残高(年度末)年度 純 歳 入 歳 出総額 歳入不足額 国債発行額
55 11,264 一5.0 10,182 一2.2 1,082
56 12,325 9.4 10,692 5.0 1,633
57 13,999 13.6 11,877 11.1 2,122
58 14,537 3.8 13,316 12.1 1,221
59 15,972 9.9 14,950 12.3 1,022
60 19,610 22.8 17,431 16.6 2,179
61 25,159 28.3 20,635 18.4 4,524
62 29,476 17.2 25,566 23.9 3,910
63 32,312 9.6 30,443 19.1 1,869
64 34,468 6.7 33,110 8.8 1,358
65 35,759 3.7 37,230 12.4 一1,471 1,972 2,000
66 38,365 7.3 44,592 19.8 一6,227 6,656 8,750 337.5
67 44,971 17.2 51,130 14.7 一6,159 7,094 15,950 82.3
68 54,118 20.3 59,371 16.1 一5,253 4,621 20,544 28.8
69 65,739 21.5 69,178 16.5 一3,439 4,126 24,634 19.9
70 79,214 20.5 81,877 18.4 一2,663 3,472 28,112 14.1
71 85,122 7.5 95,611 16.8 一10,489 11,871 39,521 40.6
72 104,342 22.6119,322 24.8 一14,980 19,500 58,186 47.2
73 141,341 35.5147,783 23.9 一6,442 17,662 75,504 29.8
74 162,355 14.9190,998 29.2 一28,643 21,600 96,584 27.9
75 149,136 一8.1 208,609 9.2 一59,473 52,805 149,731 55.0
76 172,653 15.8244,676 17.3 一72,023 71,982 220,767 47.4
77 192,640 11.6290,598 18.8 一97,958 95,613 319,024 44.5
78 238,595 23.9340,960 17.3 一102,365 106,740426,158 33.6
79 254,960 6.9 387,898 13.8 一132,938 134,720562,513 32.0
80 288,811 13.3434,050 11.9 一145,239 141,702705,098 25.3
81 314,130 8.8 469,212 8.1 一155,082 128,999822,734 16.7
82 334,344 6.4 472,451 0.7 一138,107 140,447964,822 17.3
83 374,103 11.9506,353 7.2 一132,250 134,8631,096,94713.7
84 383,845 2.6 514,806 1.7 一130,961 127,8131,216,93610.9
85 409,818 6.8 530,045 3.0 一120,227 123,0801,344,31410.5
86 442,472 8.0 536,404 1.2 一93,932 112,5491,451,267 8.0
87 491,219 11.0577,311 7.6 一86,092 94,1811,518,093 4.6
88 537,973 9.5 614,711 6.5 一76,738 71,5251,567,803 3.3
89 574,730 6.8 658,589 7.1 一83,859 66,3851,609,100 2.6
90 630,025 9.6 692,687 5.2 一62,662 73,1201,663,379 3.4
91 638,258 1.3 705,472 1.8 一67,214 67,3001,716,473 3.2
92 579,419 一9.2 704,974 一〇.1 一125,555 95,3601,783,681 3.9
93 600,223 3.6 751,025 6.5 一150,802 161,7401,925,393 7.9
94 572,203 一4.7 736,136 一2.0 一163,933 164,9002,066,046 7.3
95 565,848 一1 .1 759,385 3.2 一193,537 212,4702,251,847 9.0
96 554,420 一2.0 788,479 3.8 一234,059 217,4832,446,581 8.6
97 571,339 3.1 784,703 一〇.5 一213,364 184,5802,579,875 5.4
98 540,825 一5.3 843,918 7.5 一303,093 340,0002,952,491 14.4
99 514,719 一4.8 890,374 5.5 一375,655 375,1363,316,687 12.3
00 550,181 6.9 893,211 0.3 一343,030 330,0403,675,547 10.8
(注)純歳入は歳入の主要 部分である租税及 び印紙収 入,専 売納付金,官 業益金 及び官業収入,政 府資
産整 理収入,雑 収入 の合計 。但 し,1965年度 までは前年度剰余金受入 も含 む。
(出所)財 務省 『財政統計』,同 『財政 金融統 計月報』 よ り作成。
76 商 学 討 究 第55巻 第2・3号
第1-2表国債依存度の推移
(単位 億 円,%)
a b b/a年度
歳出総額 国債発行額 国債依存度
65 37,230 1,972 5.3
66 44,592 6,656 14.9
67 51,130 7,094 13.9
68 59,371 4,621 7.8
69 69,178 4,126 6.0
70 81,877 3,472 4.2
71 95,611 11,871 12.4
72 119,322 19,500 16.3
73 147,783 17,662 12.0
74 190,998 21,600 11.3
75 208,609 52,805 25.3
76 244,676 71,982 29.4
77 290,598 95,613 32.9
78 340,960 106,740 31.3
79 387,898 134,720 34.7
80 434,050 141,702 32.6
81 469,212 128,999 27.5
82 472,451 140,447 29.7
83 506,353 134,863 26.6
84 514,806 127,813 24.8
85 530,045 123,080 23.2
86 536,404 112,549 21.0
87 577,311 94,181 16.3
88 614,711 71,525 11.6
89 658,589 66,385 10.1
90 692,687 73,120 10.6
91 705,472 67,300 9.5
92 704,974 95,360 13.5
93 751,025 161,740 21.5
94 736,136 164,900 22.4
95 759,385212,470 28.0
96 788,479 217,483 27.6
97 784,703 184,580 23.5
98 843,918340,000 40.3
99 890,374 375,136 42.1
00 893,211 330,040 36.9
(出所)財 務省 『財政統計』よ り作成。
第1-3表 税 収(租税及 印紙 収
入)の推移
(単位 億円,%)
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(出所)第1-2表に同 じ。
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の伸びの急上昇によって,歳 出の高い伸びの持続にもかかわらず,67年度以降
純歳入の伸びが歳出の伸びを上回 り続け,歳 入不足額,し たがって,国 債発行
額は徐々に減少 していったのである。
こうして,65年度から70年度にかけての財政危機の第1段 階は,一 方での歳
出の高い伸びの持続 他方でのそれを上回る純歳入の高い伸びの持続,そ れに
よる国債発行額の漸次的減少によって特徴づけることがで きるのである。
財政危機の第2段 階は1971年度か ら80年度にかけてである。
この段階は一方で純歳入の伸びが経済成長の鈍化 とともに景気拡大の年でも
15%程度以下に落ちてしまったこと,他 方で,歳 出の方は依然高度成長の時期
並みの高い伸びが持続 したこと,その結果,歳 入不足額,し たがってまた,国
債発行額が急増 していったことによって特徴づけられる。
以下,こ のことを,第1-1表及び第1-2表によって,も う少 し詳しく見てお く
ことにしよう。
70年代の景気拡大の年は72～73年,76年,78～79年である。72年か ら73年に
かけては政府の大規模な景気対策によって無理矢理に景気拡大が図 られた。こ
れによって景気は回復 ・拡大 したが,バ ブルやインフレが発生 した。このイン
フレ ・バ ブル景気 によって純歳入 も72年度か ら73年度にかけて大 きな伸 びと
なった。
しかし,こ れは政府の過大な景気対策 という特殊な要因によるものにほかな
らなかったのであって,こ の段階では純歳入の伸びはすでに15%程度以下に落
ちてしまっていることはその後の景気拡大の年である76年や78～79年の純歳入
の伸びを見れば明らかである。
76年度の純歳入の伸びは15.8%にとどまっている。78年度と79年度の純歳入
の伸びは78年度以降 「5月分税収の年度所属区分の変更」2)が行われたため,
2)これについて財務省 『財政金融統計月報』は次のように説明している。「53年度
の税収の伸び悩みを補い,税源の確保を図るとともに,地方財政対策等にも資する
ため,53年度内に納税義務が成立し54年5月中に収納される税収について,年度所
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はっきりしないのであるが,75年度か ら80年度にかけての月別の税収の検討か
ら78年度の純歳入の伸びは11%半ば程度,79年度のそれは16%程度と推測 され
る3)。
これらのことか ら,70年代には純歳入の伸びは景気拡大の年でも15%程度以
下に下がってしまったと考えられるのであり,60年代後半のような20%近く乃
至それを上回るような伸びに比べて一段伸びが下がって しまったと考えられる
のであ る。
属 区分を変更 して,こ れを53年度所属の歳入として受け入れることとし,所 要の制
度改正を行 う(54年度以降においても,翌 年5月 中に収納される税収については,
同様な取扱い となる。)」(1978年5月号(第313号),18p)
3)付 表1を 見なが らこのことについて説明すると,ま ず,78年度の純歳入を77年度
の純歳入 と比較できるようにす るためには,年 度所属区分の変更によって増大 した
78年度の整理期間の税収からその増大分を取 り除かなければならないが,75年度か
ら77年度 にかけて整理期間の税収はその前の3月 分の税収の1/2程 度になってい
ることから,年 度所属区分の変更がなかった とした場合の78年度の整理期間の税収
も3月 分の税収の1/2程 度 と推測 していいのではないかと思われる。そ こで,78
年度の3月 分の税収は19,390億円,約20,000億円であるので,年 度所属 区分の変更
がなかった とした場合の78年度の整理期間の税収をその1/2の1兆 円 と見積 もる
ことにする。そうすると,年 度所属区分の変更がなかったとした場合の78年度の整
理期間の税収,し たがってまた,78年度の税収全体は実際より33,585億円マイナス
10,000億円,つ まり,23,585億円だけ減少す ることなる。78年度の純歳入は第1-1
表のように238,595億円であるか ら,年 度所属区分の変更がなかったとした場合 に
は238,595億円マイナス23,585億円,つ まり,215,010億円となる。そ して,こ れを
77年度の純歳入192,640億円と比較すると11.6%の増大 となる。
また,79年度の純歳入を78年度の純歳入 と比較できるようにするためには,78年
度の5月 分の税収か ら年度所属区分の変更がまだ行われていない ことによる部分を
取 り除かなければならないが,79年度 と80年度の4月 分の税収 と5月 分の税収 を比
べてみると両年度 とも5月 分の税収 は4月 分の税収の3倍 程度となっていることか
ら,年 度所属区分の変更がすでに77年度か ら行われていたとした場合の78年度の5
月分に関してもそのように推測することが許されるのではないか と思われる。78年
度の4月 分の税収2,071億円の3倍 は6,213億円である。77年度か らすでに年度所属
区分の変更が行 われていた とした場合の78年度の5月 分の税収をこの ように6,213
億 円とす ると,78年度の5月 分の税収,し たがってまた,78年度の税収全体 は実際
より25,277億円マイナス6,213億円,つ ま り,19,064億円だけ減少することになる。
78年度の純歳入 は238,595億円であるか ら,年 度所属区分の変更がすでに77年度か
ら行われていた とした場合 には238,595億円マイナス19,064億円,つ ま り,219,531
億円となる。そ して,こ れ と79年度の純歳入254,960億円を比較すると,79年度の
純歳入の伸び率はユ6.1%となる。
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付表1月 別の税収(租税及印紙収入)の推移
四
(単位 億円)
75年 度 77年 度 79年 度
4月 793 4月 1,8414月 2,327
5月 18,2415月 24,6515月 6,257
6月 8,499 6月 10,5336月 14,211
7月 12,9037月 15,8067月 23,115
8月 11,4538月 14,5758月 19,243
9月 7,449 9月 9,5879月 12,770
10月 7,731 10月 9,77410月 13,391
11月 16,11411月 21,97611月 27,863
12月 8,47612月 10,58612月 14,290
1月 13,3581月 16,5791月 23,555
2月 10,0712月 12,2612月 17,067
3月 15,3053月 16,3833月 24,104
整理期間 7,145整理期間 8,787 整理期間 39,101
計 137,527 計 173,329 計 237,295
76年 度 78年 度 80年 度
4月 1,3314月 2,0714月 2,269
5月 19,666 5月 25,2775月 7,040
6月 9,260 6月 11,5756月 16,268
7月 14,9777月 17,7347月 26,504
8月 13,6808月 15,4468月 22,596
9月 8,377 9月 10,7149月 14,188
10月 8,89010月 11,37910月 14,842
11月 19,23411月 25,13211月 32,523
12月 9,961 12月 12,50412月 15,600
1月 16,4501月 20,0581月 26,106
2月 11,5452月 14,3412月 17,914
3月 15,1283月 19,3903月 24,875
整理期間 8,079整理期間 33,585整理期間 47,963
計 156,578 計 219,205 計 268,687
(出所)財務省 『財政金融統計月報』(各年 「国内経済特集」号)
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これに対 して,歳 出の方は70年代は大体において15%程度以上の高度成長の
時期並みの高い伸びを続けた4)。
この結果,バ ブル崩壊やオイルショックによる戦後最大の不況によって75年
度の純歳入が55年度以来のマイナス となったこととも相侯って,歳 入不足額は
73年度に一時減ったことを例外 として全体 として急激に増大 していき,80年度
には145,239億円と15兆円に近づ くまで となり,国債発行額 もほぼ同様な傾向
をたどり80年度には141,702億円に達 した。
この国債発行額の急増 とともに,国債発行残高も急増 し,70年度末にはまだ
28,112億円で しかなかったそれは80年度末には705,098億円 とな り,この間25.1
倍 となった。 また,第1-2表に見 られるように,国 債依存度(国 債発行額/歳
出総額)も 急上昇 し,70年度にはまだ一ケタにとどまっていたそれは75年度に
は25.3%と20%を越え,一 番上昇 した79年度には34.7%に達 した。
このように,80年度には国債発行額が15兆円近 くにまで増大 し,国債発行残
高は70兆円を越える膨大な額 とな り,歳出の3割 以上を国債に依存するという
危機的状況にまで立ち至ったのである。
こうして,こ の財政危機の第2段 階は純歳入の伸びの鈍化 と歳出の高い伸び
の持続,こ れによる国債発行額の急増,財 政危機の急激な進行によって特徴づ
けることができるのである。
続 く財政危機の第3段 階は1981年度か ら90年度にかけてである。
この段階は一方において純歳入の伸びが大体において一ケタに落ちてしまっ
たこと,他 方において,歳 出が財政危機の激化の結果 として厳 しく制限され,
一貫 して一ケタの伸びに押さえられるとともに,大体において歳入の伸びより
4)但 し,80年度の歳出の伸 びは11.9%とそれまでよりやや低い伸びにとどまってい
るし,純 歳入の伸 び13.3%を下回っている。そのため80年度を財政危機の第2段 階
に含めるべ きか,次 の段階に含めるべ きかやや迷うところであるが,歳 入や歳出の
伸びが一ケ タに落ちて しまうとい う,ま た,国 債発行額が減少傾向を辿 るという第
3段階の特徴が81年度か ら始 まることから,と りあえず,こ こでは80年度 を第2段
階に含めてお くことにする。
財政危機の第4段階とその様相 81
低 く押さえられたこと,そ の結果,歳 入不足額,し たがってまた,国 債発行額
が徐々に減少 していったことによって特徴づけられる。
以下,こ のことをもう少 し詳しく見てお くことにしよう。
第1-1表に見 られるように,純 歳入の伸びは83年度 と87年度に10%をやや越
えたが,その他の年はすべて一ケタにとどまった。純歳入の うち税収だけを取っ
てみると,第1-3表のように,ニケタの伸び となったのは87年度一度だけであり,
それもバブル景気が始 まったおかげにほかならなかったのである。
こうして,こ の段階になると純歳入の伸びは基本的に一ケタに落ちてしまっ
たということがで きるが,こ のような事態 となったのは,も ちろん,経 済成長
率の一層の低下による賃金や企業利益の伸びの鈍化や物価の安定が主な要因で
あろう。
他方,歳 出の方は,70年代の財政危機の激化によって財政再建が叫ばれた結
果 として厳 しく制限され,81年度以降一貫 して一ケタの伸びに押 さえられた。
5%以下の伸びに押さえられた年 も4年 にわたった。 しか も,歳出の伸びは89
年度だけは純歳入の伸びを若干上回った ものの,そ の他の年はすべ て純歳入の
伸びより低 く押 さえられたのである。
この結果,歳 入不足額は81年度をピークとして大体において減少を続け,こ
れにともなって国債発行額 も傾 向的に減少 を続けた。国債発行額は80年度の
141,702億円で ピークに達 した後,傾 向的に減少 してい き,一番減少 した89年
度には66,385億円にまで,つ まり,ピ…一・クの2分 の1以 下にまで減少 したので
ある。
しかし,発行額が傾向的に減少を続 けたとはいえ,国 債は毎年発行され続け
たのであるか ら,国債発行残高は増大を続 けた。80年度末には705,098億円だっ
たそれは83年度末には100兆円を越え,87年度末には150兆円を越えた。そ して,
最後の90年度末には166兆円を越 える額にまで達 した。 しか し,国債発行額の
減少にともなって国債発行残高の増大速度は急速に低下してい き,80年度には
25.3%だったそれは88年度以降は2～3%台 にまで落ちたのである。
こうして,こ の財政危機の第3段 階は純歳入の伸びの一層の鈍化 とそれをさ
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らに上回る歳出の伸びの鈍化,そ の結果 としての国債発行額の傾向的減少,財
政危機の進行速度の鈍化によって特徴づけることができるのである。
バブルが崩壊 し,景気の低迷の持続が始 まったことによって91年度以降財政
危機は本稿の主題である第4段 階に入った。
この財政危機の第4段 階は行財政改革を政策の中心 に据えた小泉内閣が発足
(2001年4月)する前の2000年度 まで とすることができるであろう。
この段階は一方で純歳入が傾向的に減少を続けるという未だかつてなかった
全 く新たな事態が生 じたこと,他 方で,こ のように純歳入が減少 していったに
もかかわ らず歳出の方は傾向的に増大を続けたこと,その結果,歳 入不足額,
したがってまた,国 債発行額が再び急増 していったことによって特徴づけられ
る。
以下,こ のことをもう少 し詳 しく見てお くことにしよう。
第1-1表のように,純 歳入の伸びはプラスの年でも一ケタにとどまったのは
もちろんのこと多 くの年でマイナスとなり,その結果,純歳入は90年度か ら2000
年度にかけて約8兆 円 も減少 した。税収だけで見ると減少はさらに大 きくこの
聞約9兆4,000億円も減少 した。
これに対 して,歳 出の方は前段階より伸びが一層押 さえられたし,マ イナス
となった年も3年 に及んだが,傾 向的に増大を続 け,90年度か ら2000年度にか
けて2兆 円余 りも増大 した。
このような歳入の大幅な減少 と歳出の大 きな増加の結果,歳 入不足額は97年
度に一時減少 したことを例外 として全体 として急激に増大 していき,これにと
もなって国債発行額 も急増 していった。93年度にはすでに過去のピーク141,702
億円を越え,95年度には20兆円を越えた。さらに,98年度 には30兆円を越え,
史上最高となった99年度には375,136億円という途方 もない額に達 した。
この結果,国 債発行残高 も再び増加速度を速めてい き,98年度以降は10%を
越える伸びとなった。先 に見たように,国 債発行残高は90年度末には166兆円
余 りであったが,94年度末には200兆円を越え,99年度末には早 くも300兆円を
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越えた。そして,続 く2000年度末には367兆円と2000年度の税収の7倍 を越え
る膨大な額に達 した。また,91年度には一ケタに低下 していた国債依存度 も93
年度には20%を越 え,98年度には40.3%といっきに40%を越 えるかつてない異
常な水準 となり,99年度にはさらにこれを越え42.1%に達 した。
こうして,こ の財政危機の第4段 階は純歳入が大幅に減少 したこと,それに
もかかわらず歳出は大きく増加 したこと,そ の結果として,国 債発行額が再び
急増していき,財政危機の進行速度が再び大 きく速まったこと,こ れらのこと
によって特徴づけることができるのである。
以上,財 政危機iの諸段階を1965年に始 まるその第1段 階から本稿の主題であ
る第4段 階まで順を追って追跡 して きた。最後に,以 上のことを簡単に総括 し
てお くこにしよう。
今 まで述べてきた ことか らわかるように,我 々は経済成長率の段階的低下に
ともなう純歳入の伸びの段階的低下を出発点に据え,そ の段階的低下に対 して
歳出の伸 びが どのような動きを示 したか,そ して,こ れ ら純歳入 ・歳出双方の
動 きの結果,国 債発行額,し たがってまた,財 政危機の進行速度がどのように
変化 したか ということを基準にして財政危機の諸段階を区別 し,追跡 してきた
のである。
1960年代後半の財政危機の第1段 階では高度成長の再来によって純歳入の伸
びが67年度か ら70年度にかけて平均で20%に近い非常に高い伸びを続けた。こ
の間,歳 出の方 も高い伸びを続けたが,歳 入の伸 びを上回ることはなかった。
このため,国 債発行額は次第に減少 していき,財政危機の進行速度は鈍化 して
いった。
1970年代の第2段 階では経済成長率の鈍化にともない純歳入の伸びは一段低
下 した。 しか し,歳出の方は高度成長の時期並みの高い伸びを続けた。このた
め,国 債発行額は急増 してき,財政危機は急激 に進行 していった。
1980年代の第3段 階では経済成長率の一層の鈍化 と物価の安定にともない純
歳入の伸びは大体 において一ケタにまで落ちてしまった。しか し,歳出の伸び
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も厳 しく制限され,一 貫 して一ケタに押 さえられるとともに,大 体において純
歳入の伸び以下に押 さえられた。このため,国 債発行額は再び徐々に減少 して
いき,財政危機の進行速度は再び鈍化 していった。
1990年代の第4段 階に至ると経済成長率の大幅な低下によって純歳入は大 き
く減少 していった。 しか し,歳出の方はこの新たな事態に対応 しきれず増加は
止 まらなかった。このため,国 債発行額は再び急増 していき,財政危機 は再び
速度を速めて進行 していったのである。
第2節 歳入の大幅な減少
本 節で は,財 政危機 の新 たな段 階へ の突入の 出発 点 となった90年代 にお ける
純歳 入の大幅 な減少 につい て詳 し く検討 す るこ とに した い。
第2-1表,及 び,第2-2表 の よ うに,純 歳入 は前段 階の80年代 に は80年度 の
288,811億円か ら90年度 の630,025億円まで341,214億円増 大 し,こ の間2.2倍と
なっ たが,90年 代 に は90年度 の630,025億円か ら2000年度 の550,181億円 まで
79,844億円,12.7%減少 した。最 も減 少 した99年度 を90年度 と比べ る と115,306
億 円,18.3%の減少 となる。
純歳 入の うちその基幹 部分で ある税収(租 税 及 び印紙収入)に つい て見 てみ
る と,80年代 には80年度 の268,687億円 か ら90年度 の601,059億円 まで332,372
億 円増 大 し,この間2.2倍となったが,90年代 には90年度 の601,059億円か ら2000
年度 の507,125億円 まで93,934億円,15.6%減少 した。最 も減少 した99年度 を90
年度 と比 べ る と128,714億円,21.4%の減少 となる5)。
これに対 して,純 歳入 の うちのその他 の部分(専 売納付 金,官 業益金及 び官
業収入,政 府 資産整理収 入,雑 収入 の合計)は80年 代 と90年代 とで似 た動 きを
5)本稿 では,通 常の言葉の使い方には反するが,80年代,90年代 とい う言葉を,便
宜上,そ れぞれ81年度か ら90年度にかけて,91年度から2000年度にかけての意味で
用いることにする。また,増 加額(率)や 減少額(率)を 計算する場合 には80年代
は80年度を起点と して,90年代 は90年度 を起点 として計算することにする。
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(注)その他は専売納付金,官 業益金及 び官業収入,政 府資産整理収入,及 び,雑 収
入の合計。
(出所)第1-2表に同 じ。
第2-2表 純歳入 とその内訳の80年度 から90年度,90年度から99年度,及 び,90年
度 から2000年度 にかけての増加額 と増加率(単 位 億円)
80～90年度 90～99年度 90～00年度
増加額 増加率 増加額 増加率 増加額 増加率
純歳入 341,2142,2倍 一115,306 一18.3% 一79,844 一12.7%
租税及印紙収入
その他
332,372
8,843
2.2倍
1.4倍
一128
,714
13,407
一21.4%
46.3%
一93,934
14,089
一15.6%
48.6%
(出所)第2-1表より作成。
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示 している。両年代 とも最初増大 し,そ の後は大きく減少 している。また,両
年代 とも全体を通 してみれば増大 している。
80年代には80年度か ら83年度にかけて増大 し,そ の間30,396億円増大 した。
しかし,その後は大 きく減少 していった。最後の年の90年度の28,967億円をピー
クの83年度の50,520億円と比較すると21,553億円の減少 となる。 また,80年代
を通 して見てみると,80年度か ら90年度にかけて8,843億円増大 している。
90年代 に入ると94年度 まで増大傾向が続 き,その間32,936億円増大 している。
しか し,その後はやはり大 きく減少 していった。最後の年の2000年度の43,056
億円をピークの94年度の61,903億円と比較すると18,847億円の減少 となる。ま
た,90年代 を通 して見てみると,90年度か ら2000年度にかけて14,089億円増大
している。
このようなわけで,純 歳入のうちの税収以外の部分は80年代 と90年代 とで増
大傾向を辿った期間や減少傾向を辿った期間,そ れぞれの期間の増大額や減少
額に多少の違いはあるが,そ れほど大 きな違いではない し,また,全 体 を通 し
て見た場合 もいずれの年代でも増大 しているし,増大額の違いもそれほど大 き
なものではない。こうして,純 歳入のうちのこの部分には90年代 に入って特に
新 しい変化は生 じていないか らとりあえずこの部分 にはこれ以上立ち入 る必要
はないであろう。
そこで,以 下,純 歳入の基幹部分である税収についてさらに詳 しく検討 して
みることにしよう。
第2-3表,及び,第2-4表に見 られるように,所 得税は80年度から90年度にか
けて151,959億円増大 し,この間2.4倍となったが,90年度か ら2000年度にかけ
ては72,066億円,27.7%減少 した。最 も減少 した99年度を90年度 と比べると
105,487億円,40.6%の減少 となる。
また,法 人税(こ れには80年度の会社臨時特別税,92年度か ら2000度にかけ
ての法人特別税,93年度か ら98年度にかけての法人臨時特別税を含む)は80年
度か ら90年度にかけて94,609億円増大 し,こ の間2.1倍となったが,90年度か
ら2000年度にかけては66,363億円,36.1%減少 した。最 も減少 した99年度を90
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第2-3表 税収の内訳
(単位 億円)
年度 租 税 及印紙収入 所 得 税 法 人 税 相 続 税 地 価 税 間接税等
(うち,
消費税)
80 268,687107,99689,227 4,405 67,059
81 289,52119,80488,225 5,521 75,972
82 305,11128,45591,346 6,645 78,665
83 323,583136,42898,245 7,861 81,049
84 349,084140,638113,402 8,773 86,271
85 381,988154,350120,20710,613 96,818
86 418,768168,267130,911 13,966 105,624
87 467,979174,37158,10817,791 117,708
88 508,265179,538184,38118,309 126,037
89 549,218213,815189,93320,177 125,29232,699
90 601,059259,955183,83619,180 138,08746,227
91 598,204267,493165,95125,830 138,93049,763
92 544,453232,314140,32027,462 5,201 139,15652,409
93 541,262236,865124,28729,377 6,053144,68055,865
94 510,300204,175123,823 26,699 4,870150,73456,315
95 519,308195,151137,40226,903 4,063155,78957,901
96 520,60189,649144,85624,199 1,772160,12560,568
97 539,415191,827134,76724,129 1,601187,09193,047
98 494,319169,96114,241 19,156 39 190,922100,744
99 472,345154,468107,953 18,853 17 19LO53104,471
00 507,125187,889117,47317,822 9 183,93398,221
(注)法人税には会社臨時特別税,法人特別税,法人臨時特別税を含む。また,間接
税等には印紙収入を含む。
(出所)財務省 『決算参照』
第2-4表 税収の主な項 目の80年度 から90年度,90年度から99年度,及 び,90年度
から2000年度 にかけての増加額と増加率(単 位 億円)
80～90年度 90～99年度 90～00年度
増加額 増加率 増加額 増加率 増加額 増加率
租税及印紙収入 332,3722.2倍 一128,714 一21.4% 一93,934 一15.6%
所得税
法人税
相続税
間接税等
ユ51,959
94,609
14,775
71,028
2.4倍
2.1倍
4.4倍
2.1倍
一105
,487
-75
,883
-327
52,966
一40.6%
-41.3%
-1.7%
38.4%
一72
,066
-66,363
-1,358
45,846
一27.7%
-36.1%
-7.1%
33.2%
(出所)第2-3表より作成。
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年度と比較すると75,883億円,41,3%の減少 となる。
こういうわけで,直 接税の2大 項 目である所得税 も法人税 も80年代には2倍
以上の増大 となったのに,90年代には30%前後の,最 も減少 した年との比較で
は40%を越える大幅な減少となったのである。
また,直接税 のうちの相続税は80年度から90年度にかけて14,775億円増大 し,
この間4.4倍となったが,90年度か ら2000年度にかけては1,358億円,7,1%減
少 した。相続税は93年度 まで増大を続けているので,2000年度をこの93年度 と
比較 してみると11,555億円,39.3%の大幅な減少 となる。
これらに対 して,間 接税等は89年度から消費税が導入 され,97年度か らは税
率が当初の3%か ら5%に 引き上げられたことが大きく作用 し,90年代 も99年
度までは増大を続けた。しか し,80年代の71,028億円,2.1倍の増大に比べて,
90年代 には増大額 ・率が最大 となる期 間である90年度か ら99年度にかけてを
とってみても52,996億円,38.4%の増大にとどまり,80年代に比べて増大額 ・
率 とも大 きく落ちたのである。
以上のようなわけで,簡単に90年度から2000年度にかけてで見ると,所得税は
7兆2,000億円余 り,法人税は6兆6,000億円余 り,相続税は1,300億円余 りそれ
ぞれ減少 したのである。また,問接税等は増加 したが,増加額 ・率 とも80年代よ
りは大きく減少したのである。
所得税については後回しにし,まず,法 人税の減少から検討 してみることに
しよう。
法人税が6兆6,000億円余 りも減少 したまず第一の要因がバブルの崩壊 とそ
の後の景気の低迷の持続 による法人所得の大幅な減少にあることは言うまでも
ないであろう。ここでは,法人企業の経常利益の推移を見てお くと(第2-5表),
それは80年度から89年度にかけて2.0倍となったが,90年度から減少 を続け,
最低 となった93年度にはピークの89年度の2分 の1近 くにまで減少 した。その
後は98年度に大 きく減少 した以外は増大を続けたが,2000年度になって もまだ
ピークの89年度 より3兆円以上 も少ない水準にとどまっているのである。
このほか,減 税の影響 も無視できないであろう。98年度と99年度には法人税
財政危機の第4段階とその様相
率の引 き下げが行われた。減税額は初年度で
それぞれ8,190億円,10,610億円 と見積 もら
れた。 また,99年度には初年度で3,370億円
と見積 もられた投資減税が行われた6)。
こういうわけで,バ ブルの崩壊 とその後の
景気の低迷の持続によって法人所得が大幅に
減少 したことに加えて景気対策のため法人税
減税が行われたことが法人税の大 きな減少 を
もたらしたのである。
次に,相 続税の減少について考 えてみるこ
とにしよう。
第2-6表は相続税の財産種類別取得財産価
格で,第2-7表はこの表か ら各項 目の80年か
ら90年にかけて,90年から2000年にかけて,
及び,92年から2000年にかけての増加額 と増
加率 を計算 したものである。
この第2-7表に見 られる ように,取 得財産
価格 は80年か ら90年にかけて合計で121,035
億円増加 し,こ の間4.8倍となったが,90年
から2000年にかけては10,264億円,6.7%減
少 した。取得財産価格は92年まで増大を続け
89
第2-5表 法人企業の経常利益
(全規模 ・全産業)
(単位 億円,%)
年度 経常利益 伸 び 率
80 197,039 11.2
81 171,737 一12 .8
82 161,321 一6 .1
83 169,236 4.9
84 206,175 21.8
85 214,803 4.2
86 210,446 一2 .0
87 277,219 31.7
88 359,371 29.6
89 389,150 8.3
90 381,259 一2 .0
91 336,475 一11 .7
92 260,545 一22 .6
93 205,372 一21 .2
94 218,556 6.4
95 262,693 20.2
96 277,878 5.8
97 278,058 0.1
98 211,642 一23 .9
99 269,233 27.2
00 358,660 33.2
(出所)財 務省 『法人企業統計年
報集覧』,及び,同 『財政金
融統計月報』 よ り作成。
ているので,2000年をこの92年と比較 してみると60,891億円,29.9%の大幅な
減少 となる。
各財産種類のうち絶対額で も増減額でも圧倒的なのはやは り土地,特 に,宅
地である。宅地の取得財産価格は80年から90年にかけて66,802億円増加 し,こ
の間6.3倍となったが,90年か ら2000年にかけては合計の減少額の2倍 近 くに
6)こ れ らに関 しては,前 掲 『財政金融統計月報』,1998年5月号(第553号),及び,
1999年5月号(第565号)を参照。
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第2-6表相続税 ・財産種類別取得財産価格
(単位 億 円)
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(出所)国税庁 『国税庁統計年報書』
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第2-7表 財産種類別取得財産価格の80年から90年,90年から2000年,及び,92年
から2000年にかけての増加額 と増加率(単 位 億円)
80～90年 90～00年 92～00年
増加額 増加率 増加額 増加率 増加額 増加率
合計 121,0354.8倍 一10,264 一6.7% 一60,891 一29.9%
土地 87,510 5.1倍 一19,867 一18.2% 一65,618 一42.4%
(うち,宅 地) 66,802 6。3倍 一19,460 一24.5% 一45,734 一43.3%
(うち,田 ・畑 ・山
林 ・そ の他 の 土地)
20,709 3.4倍 一408 一1.4% 一19,885 一40.6%
家屋 ・構築物 5,850 6.5倍 一804 一11.6% 一2,710 一30.7%
事業(農業)用財産 288 1.8倍 一24 一3.6% 一160 一19.9%
有価証券 12,094 4.5倍 一3,420 一22.O% 一2,524 一17.2%
現金 ・預貯金等 9,815 4.5倍 8,63968.6% 6,17541.0%
家庭用財産 90 1.9倍 1 0.5% 一11 一5.6%
その他の財産 5,387 2.9倍 5,21263.2% 3,95841.7%
(出所)第2-6表より作成。
当たる19,460億円,24.5%減少 した。また,92年か ら2000年にかけてでは45,734
億円,43.3%の大幅な減少 となってお り,この間の合計の減少額60,891億円の
75.1%に達 している。 この92年から2000年にかけてでは土地のうち宅地以外の
土地財産の取得価格 も19,885億円,40.6%の大幅な減少となっている。そして,
土地全体では65,618億円,42.4%の減少 となってお り,合計の減少額を上回っ
ている。
90年か ら2000年にかけてでは有価証券の取得財産価格の減少が土地のそれに
続いてお り,92年か ら2000年にかけてでは家屋 ・構築物の取得財産価格の減少
が土地のそれに続いている。
これらのことか ら,相続税の減少の基本的要因はバブルの崩壊 とその後の景
気の低迷 の持続 による地価や株価の大幅な下落や建築活動の大 きな縮小 にあ
り,この中では特 に地価の下落が最も大 きな要因 となっているということがわ
かる。
このほか,法 入税同様,相 続税についても度々減税が行 われたのであ り,こ
れ も相続税の減少に少なか らぬ影響 を与えたことは間違いないであろう。
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まず,92年度には初年度190億円,平 年 第2-8表民間最終消費支出(名目)
(単位10億円)度390億円
,93年度には初年度90億円,平
年度150億円,99年度 には初年度400億円,
平年度770億円と見積 もられた減税が行わ
れた。これらは規模があまり大 きくないが,
94年度には税率構造の緩和や課税最低限の
引 き上 げ等で初年 度1,720億円,平 年度
3,220億円 と見積 もられた相続税減税 とし
ては相当規模の大 きな減税が行われた7)。
次に,間 接税等が消費税率の引 き上げが
行われたにもかかわ らず90年代には80年代
に比べて増加額 ・率 とも大 きく減少した要
因についてであるが,そ の基本的要因はも
ちろんバ ブルの崩壊 とその後の景気の低迷
の持続による個人消費の伸びの大幅な鈍化
にある。
民間最終消費支出の推移 によってこのこ
とを確かめてお くと,第2-8表か ら計算さ(出 所)内閣府r国民経済計算年報』
れるように,そ れは80年度か ら90年度にか
年度 民間最終消費支出 伸び率
80 134,233.0
81 142,604.26.2
82 152,597.5 7.0
83 160,419.55.1
84 169,013.15.4
85 178,745.95.8
86 185,293.03.7
87 195,368.85.4
88 206,967.95.9
89 221,164.4 6.9
90 237,928.07.6
91 251,285.0 5.6
92 259,608.5 3.3
93 266,523.82.7
94 273,680.82.7
95 278,798.31.9
96 286,321.7 2.7
97 287,504.1 0.4
98 288,009.00.2
99 286,826.1一〇.4
00 285,992.8一〇.3
けては77.3%増大 したが,90年度から2000年度にかけては20.2%しか増大 しな
かったのである。
最後 に,税収の最大の項 目である所得税8)について詳 しく検討 してみること
にしよう。
所得税を源泉所得税 と申告所得税 とに分けたものが第2-9表であ り,そ こか
7)こ れ らに関 しては,上 掲 『財政金融統計月報』,1992年4月号(第480号),1993
年5月 号(第493号),1994年6月号(第506号),及び,1999年5月号(第565号)
を参照。
8)も っ とも,第2-3表に見 られるように,98年度から99年度にかけては,所 得税 の
減少,間 接税等の増大のため,間 接税等の方が所得税 よ り大 きくなっている。
財政危機の第4段階とその様相
らそれぞれ の80年度 か ら90年度 に
か けて,90年度か ら99年度 にか け
て,及 び,90年度か ら2000年度 に
か けての増加額 と増加率 を計算 し
た ものが第2-10表で ある。
まず,源 泉所得 税 の方 か ら見 て
い くと,そ れは80年度 か ら90年度
にか けて105,433億円増 大 し,こ
の 間2.3倍とな った。 これ に対 し
て,90年度か ら2000年度 にか けて
は29,002億円,15.4%減少 した。
最 も減 少 した99年度 を90年度 と比
べ る と61,601億円,32.8%の大幅
な減少 となる。
また,申 告所得 税 は80年度か ら
90年度 に か け て46,525億円増 大
し,こ の 間2.8倍とな った が,90
年 度 か ら2000年度 に か け て は
43,064億円,59.7%も減 少 した。
第2-9表源泉所得税と申告所得税
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(単位 億円)
年度 所得税 源泉所得税 申告所得税
80 107,996 82,354 25,643
81 119,804 93,373 26,431
82 128,455100,632 27,823
83 136,428106,949 29,480
84 140,638110,414 30,224
85 154,350122,495 31,855
86 168,267131,264 37,003
87 174,371128,176 46,195
88 179,538129,872 49,667
89 213,815153,087 60,728
90 259,955187,787 72,168
91 267,493195,711 71,783
92 232,314184,728 47,585
93 236,865189,060 47,805
94 204,175 167,143 37,033
95 195,151157,259 37,891
96 189,649150,210 39,440
97 191,827154,030 37,797
98 169,961137,658 32,304
99 154,468126,186 28,282
00 187,889158,785 29,104
(出所)第2-3表に同 じ。
申告所得税に関しては90年度から99年度かけても90年度から2000度にかけてと
あまり変わらない。
第2-10表源泉所得税 と申告所得税の80年度 から90年度,90年度から99年度,90
年度から2000年度にかけての増加額 と増加率(単 位 億円)
80～90年度 90～99年度 90～00年度
増加額 増加率 増加額 増加率 増加額 増加率
所得税 151,9592.4倍 一105,487 一40.6% 一72,066 一27.7%
源泉所得税
申告所得税
105,433
46,525
2.3倍
2.8倍
一61
,601
-43
,886
一32.8%
-60.8%
一29
,002
-43
,064
一15.4%
-59.7%
(出所)第2-9表より作成。
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そこで,ま ず,源 泉所得税 についてそれが90年代 に大 きく減少 した原因につ
いて検討してみることにしよう。
第2-11表は国税庁の源泉所得税課税状況で,こ の表か ら各項 目の80年か ら90
年,90年から99年,及び,90年か ら2000年にかけての増加額と増加率 を計算 し
たものが第2-12表である。
この第2-12表に見 られるように,80年か ら90年にかけてはどの項 目も増加 し
ている。 この中で特 に目立つのは利子所得等 と給与所得のそれぞれ35,179億円
と53,376億円の増加 である。 これ らの合計88,555億円だけで全体 の増加額
107,635億円の82.3%と大部分 を占めている。こうして,利 子所得等 と給与所
得 に対する税の増加が80年代の源泉所得税の増加の基本的要因であることがわ
かる。
これに対 して,90年か ら2000年にかけては半分以上の項 目で減少 しているが,
やは り利子所得等 と給与所得が 目立っている。利子所得等は17,300億円,給 与
所得は11,057億円減少 しているが,こ れらの合計28,357億円だけで全体の減少
額27,098億円を越えている。
また,合計が最 も減少 した99年と90年との比較では利子所得等が39,666億円,
81.1%と90年から2000年にかけての減少の倍以上の大幅な減少 となっている。
これに対 して,給 与所得の方は9,625億円の減少 となってお り,減少幅はやや
減っている。それはともあれ,こ の場合 も両者の合計49,291億円は全体の減少
額48,903億円を越えている。
このようなわけで,利 子所得等に対する税 と給与所得 に対する税の増加が80
年代の源泉所得税の増加の主な要因であったように,こ の両者の減少が90年代
の源泉所得税の大きな減少の主な要因であったのである。
この両者のうち利子所得等に対する税の減少が減少額でも減少率で も,また,
90年から99年をとっても90年か ら2000年をとって も給与所得に対する税の減少
を大 きく越えている。 こうして,利 子所得等に対する税の減少が源泉所得税の
減少の最 も大 きな要因となったことがわかるのである。
利子所得等に対する税の大 きな減少の基本的要因はもちろん景気対策による
財政危機の第4段階とその様相
第2-11表源泉所得税課税状況
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(単位 億 円)
年 合 計 利子所得等 配 当所 得 上場株式等の譲渡所得等
80 84,196 13,737 4,836
81 96,396 16,864 5,453
82 105,017 16,622 5,398
83 110,668 16,532 5,612
84 115,842 17,902 6,082
85 125,080 18,842 6,288
86 134,978 20,409 6,887
87 134,481 18,691 8,253
88 135,479 19,653 9,114
89 153,645 24,756 11,294 6,044
90 191,831 48,916 11,089 4,662
91 209,501 54,057 9,798 2,585
92 200,633 38,003 9,352 1,122
93 200,993 34,777 8,794 1,935
94 184,238 38,533 8,152 1,742
95 171,093 30,782 7,734 1,678
96 163,061 17,735 8,603 2,020
97 171,626 13,224 8,482 1,270
98 144,339 10,949 8,481 1,013
99 142,928 9,250 9,171 4,165
00 164,733 31,616 10,188 3,855
年 給 与所 得 退 職 所 得 報酬・料金等所得 非居住者等所得
80 59,443 1,046 4,389 746
81 67,269 1,412 4,581 816
82 75,516 1,584 4,915 982
83 80,571 1,826 5,130 997
84 83,512 1,825 5,339 1,ユ82
85 89,881 2,096 6,732 1,241
86 96,832 2,383 7,179 1,288
87 95,651 2,851 7,683 1β52
88 93,122 2,384 9,768 1,439
89 98,277 1,580 10,067 1,627
90 112,819 1,619 10,724 2,002
91 128,179 1,991 10,810 2,081
92 137,190 1,897 11,071 1,999
93 140,232 2,120 11,218 1,916
94 120,561 2,187 11,060 2,002
95 114,871 2,415 11,343 2,270
96 118,368 2,237 11,432 2,667
97 131,539 2,577 11,593 2,942
98 107,832 2,755 10,297 3,012
99 103,194 3,159 10,962 3,026
00 101,762 2,942 11,013 3,358
(注)本表は本税のみで不納付加算税や重加算税は含まない。
(出所)第2-6表に同じ。
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第2-12表源泉所得税の各項目の80年から90年,90年から99年,及び,90年から2000
年 にかけての増加額と増加率(単 位 億円)
80～90年 90～99年 90～00年
増加額 増加率 増加額 増加率 増加額 増加率
合計 107,6352.3倍 一48,903 一25.5% 一27,098 一14,1%
利子所得等 35,179 3.6倍 一39,666 一81.1% 一17,300 一35.4%
給与所得 53,376 1.9倍 一9,625 一8.5% 一11,057 一9.8%
報酬 ・料金等所得 6,335 2.4倍 238 2.2% 289 2.7%
配当所得 6,253 2.3倍 一1,918 一17.3% 一901 一8.1%
上場株式等の譲渡
所得等 4,662
一 一497 一10.7% 一807 一17.3%
退職所得 573 1.5倍 1,54095.1% 1,32381.7%
非居住者等所得 1,256 2.7倍 1,024 51.1% L356 67.7%
(出所)第2-11表より作成。
金利の継続的な引き下げにある。 とりあえず,公 定
歩合の推移を見てお くと(第2-13表),公定歩合 は89
年5月31日か ら次第に引 き上げられ,90年8月30日
には6%と かな り高い水準 にまで引き上げられた。
しかし,バ ブルの崩壊による深刻な不況の発生 にと
もなって91年7月1日から継続的に引き下げられて
い き,93年2月4日 には2.5%とい う史上最低の水
準に復帰し,95年4月14日には1%,同 年9月8日
には0.5%とさらに一層引 き下げ られていった。
この公定歩合の相次 ぐ引き下げにともなって預貯
金の金利などが引き下げられていったことが利子所
得等に対する税の大 きな減少の基本的要因であるこ
とは疑いのないところであろう。
また,給与所得に対する税の減少について言えば,
これの基礎的要因はバブルの崩壊 とその後の景気の
低迷の持続による給与所得の伸 びの大幅な鈍化に求
め られるであろう。
第2-13表公定歩合の推移
(単位%)
年 月 日
87.02.23
89。05.31
89.10.11
89.12.25
90.03.20
90.08.30
91.07.01
91.11.14
91.12.30
92.04.01
92.07.27
93.02.04
93.09.21
95.04.14
95.09.08
01.02.13
01.03.01
01.09.19
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(出所)日 銀 『経済統計年
報』,同 『金 融 経 済
統計月報』
財政危機の第4段階とその様相
第2-14表は国税庁の源泉所得税課税状況
における給与の支払金額の推移であるが,
これによると給与の支払金額は80年代 には
80年の1,184,411億円から90年の2,126,172
億円まで941,761億円,79,5%増加 したが,
90年代には90年の2,126,172億円か ら2000
年 の2,520,630億円 まで394,458億円,
18.6%しか増加 しなかったのである(90年
か らピークの97年まででは723,433億円,
34.0%の増加 となる)。
しか し,こ のように80年代 に比べて増加
額も増加率も大 きく落ちたとはいえ,90年
代 にも給与所得は増加 したのであるから,
そのことだけか ら給与所得に対する税の減
少を説明することはで きないであろう。給
与所得の伸 びの大幅な鈍化の上に度重なる
所得税減税が加わったことが給与所得に対
する税の減少をもた らしたのである。この
ことは所得税減税が始まった94年度から給
与所得に対する税の減少が始 まっているこ
とにはっきりと示 されている
所得税減税 について具体的に見てみると,
億円の特別減税が実施された。そ して,
第2-14表
97
給与の支払金額
(単位 億円,%)
年 給与の支払金額 伸び率
80 1,184,41111.6
81 1,300,195 9.8
82 1,396,892 7.4
83 1,469,824 5.2
84 1,538,859 4.7
85 1,625,731 5.6
86 1,732,503 6.6
87 1,812,766 4.6
88 1,754,112一3 .2
89 1,942,47610.7
90 2,126,172 9.5
91 2,303,803 8.4
92 2,416,842 4.9
93 2,457,220 1.7
94 2,508,009 2.1
95 2,519,345 0.5
96 2,626,599 4.3
97 2,849,605 8.5
98 2,442,349一14 .3
99 2,534,550 3.8
00 2,520,630一〇 .5
(出所)国税庁 『国税庁統計年報書』
より作成。
(第2-11表参照)。
それが始まった94年度には38,430
それは95年度にも続 けられた。続 く,
96年度には14,050億円の特別減税が実施された。97年度には所得税減税は行わ
れなかったが,98年度に行われた特別減税により97年度分の所得税 に関して
9,790億円の減税が行 われた。その特別減税は98年度分の所得税に関 しては
4,240億円の減税 となった。続 く,99年度には初年度36,010億円,平年度31,950
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億円の恒久減税が実施された9)。
このように,94年度以降は実際上毎年所得税減税が実施 されたのであ り,景
気の低迷が続き給与所得が大 きく伸び悩むなかでのこのような継続的な減税が
給与所得に対する税の減少をもた らしたのである。
次に,申 告所得税の大 きな減少の要因について検討 してみることにしよう。
申告所得税 については源泉所得税の場合 と違って所得種類別の所得金額 しか
公表されていないので,以 下ではそれが所得種類別の申告所得税の大体の動向
を表わす ものと考えて考察を行 うことにする。
第2-15表が所得種類別の所得金額で,こ の表から80年から90年にかけて,及
び,90年か ら2000年にかけての各所得の増加額 と増加率 を計算 したものが第
2-16表である。
まず,80年から90年にかけてを見てみると,合 計では348,982億円増加 し,
この問2.5倍となっている。各所得 を増加額の大 きい順 に見てい くと,分 離長
期譲渡所得が145,173億円,給 与所得が90,137億円,事 業所得が49,574億円,
雑所得が25,703億円,不 動産所得が20,976億円 と続いてお り,これ ら5つ の所
得の合計331,563億円は全増加額348,982億円の95.0%と大部分を占めている。
これ らの所得のうち,給 与所得や雑所得についてはその多 くが源泉所得税の
対象 となることを考えれば,80年代の申告所得税の増大の主な要因は分離長期
譲渡所得や事業所得や不動産所得の増大にあるということができるであろう。
これ ら3つの所得のうち,分離長期譲渡所得の増加額が他を2つ を大 きく引
き離 しているが,こ れはバブルによる地価の急上昇 と土地取引の活発化 による
ものであることは疑いのないところであろう。
これに対 して,90年か ら2000年にかけては所得金額は合計で163,311億円,
28.4%減少 している。各所得を減少額の大きい順に見てい くと,分離長期譲渡
所得が137,260億円,事 業所得が37,431億円と続いてお り,これ ら2つ の所得
の減少額の合計だけで174,691億円とな り,全体の減少額163,311億円を上回っ
9)こ れらに関しては,前 掲 『財政金融統計月報』,1994年6月号,及 び,1995年か
ら1999年にかけての5月 号(い ずれ も 「予算特集」号)を 参照。
第2-15表
財政危機の第4段階とその様相
申告所得税 ・所得種類別所得金額
99
(単位 億 円)
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(出所)国税庁 『税務統計から見た申告所得税の実態』
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第2-16表申告所得税 ・所得種類別所得金額の各項 目の80年から90年,及び,
90年から2000年にかけての増加額 と増加率(単 位 億
円)
80～90年 90～00年
増加額 増加率 増加額 増加率
合計 348,982 2.5倍 一163,311 一28.4%
給与所得 90,137 97.9% 一1,774 一1,0%
事業所得 49,574 68.2% 一37,431 一30.6%
分離長期譲渡所得 145,173 6.2倍 一137,260 一79.3%
不動産所得 20,976 91.3% 20,214 46.0%
雑所得 25,703 13.4倍 5,379 19.4%
配当所得 2,290 48.5% 一3,027 一43.1%
株式等の譲渡等所得 9,084 一 一3,644 一40.1%
一時所得 1,706 4.8倍 1,308 60.6%
分離短期譲渡所得 1,197 48.3% 一3,456 一94.1%
総合譲渡所得 2,506 59.3倍 一2,173 一85.2%
利子所得 一170 一56.5% 一56 一42.7%
損益通算による差額 595 4.5% 一1,407 一〇.8%
山林所得 110 18.5% 一593 一84.1%
退職所得 101 3。6倍 609 5.4倍
(出所)第2-15表よ り作成。
ている。そ して,他の減少項 目の減少額はせいぜい数千億円にとどまっている。
したがって,分離長期譲渡所得 と事業所得の減少が90年代の申告所得,したがっ
てまた,申 告所得税の大 きな減少の基本的要因であると言ってよいであろう。
そ して,分 離長期譲渡所得の減少に関 しては80年代の場合 とは逆 にバブルの
崩壊 とその後の景気の低迷の持続による地価の持続的下落と土地取引の縮小が
主な要因であることは容易 に推測できるところであろう。
事業所得の減少に関 してもやはりバブルの崩壊 とその後の景気の低迷の持続
が主な要因であろう。そして,事 業所得に対する税の減少については,そ の要
因による事業所得その ものの減少に加えて,源 泉所得税 における給与所得に対
する税の減少の場合 と同じように,度 重なる大規模な所得税減税 も大きな要因
となったことは間違いないであろう。
以上,90年代の財政危機が新たな段階に突入することになった出発点である
純歳入の大幅な減少について,そ の基幹部分である税収の減少を中心に検討 し
財政危機の第4段階とその様相 ヱ0ヱ
てきた。最後 に,以 上述べてきたことを簡単にまとめてみることにしよう。
純歳入は90年度か ら2000年度 にかけて約8兆 円減少 した。純歳入の うちその
基幹部分である税収はその間さらに多 く約9兆4,000億円減少した。
このうち,直 接税は所得税,法 人税,相 続税合わせて約14兆円減少 した。こ
れに対 して,間 接税等 は約4兆6,000億円増加 したが,80年代 と比べると増加
額は大 きく減少 した。
税収の減少の基礎 的要因はバブルの崩壊 とその後の景気の低迷の持続であっ
た。 これが給与所得や個人消費の伸びの大幅な鈍化をもたらし,法人所得や事
業所得の大幅な減少をもた らした。それはまた,地 価や株価 の大幅な下落や建
設活動の大 きな縮小 をもた らした。
バブルの崩壊 とその後の景気の低迷の持続はまた大規模 な景気対策を実施す
ることを余儀なくさせた。歳入にかかわるものとしては金利の大幅な引き下げ
と大規模な減税が実施された。
バブルの崩壊 とその後の景気の低迷の持続の結果 として生み出されたこれら
様々な要因が税収の大幅な減少をもたらしたのであった。
以下,個 々の税収 について述べてきたことを簡単に振 り返っておくことにし
よう。
まず,法人税 は90年度か ら2000年度にかけて6兆6,000億円余 り減少 したが,
これは法人所得の大幅な減少 と98年度から99年度にかけて行われた減税 による
ものであった。
相続税 は90年度か ら2000年度にかけて1,300億円余 り,93年度から2000年度
にかけてでは1兆1,000億円余 り減少 したが,こ れは地価や株価の大幅な下落
や建設活動の大 きな縮小 による相続財産価格の減少 と度重なる減税によるもの
であった。
また,間 接税等が80年代 と比べて増加額が大きく減少 したのは個人消費の伸
びの大幅な鈍化の結果であった。
所得税のうち源泉所得税は90年度か ら2000年度にかけて約3兆 円,90年度か
ら99年度にかけてでは6兆 円余 り減少 したが,こ れは,主 に,景気対策のため
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の金利の継続的な引き下げによる利子所得に対す る税の大幅な減少 と給与所得
の伸びが大きく鈍化 しているもとでの度重なる大規模な所得税減税による給与
所得に対する税の減少によるものであった。
最後 に,所 得税のうちの申告所得税 は90年度か ら2000年度にかけて約4兆
3,000億円減少 したが,こ れは,主 に,地 価の大幅な下落や土地取引の縮小 に
よる分離長期譲渡所得の大幅な減少や事業所得の大幅な減少や度重なる大規模
な所得税減税 による事業主の申告所得税の減少によるものであった。
第3節 歳出の大きな増加
以上の ようなわけで,90年代には純歳入は大幅に減少 したのであるが,他方,
歳出の方は大 きく増加 した。一般会計の上では80年代 よりは減少したが,そ れ
でも大 きくは減少 しなかったし,特別会計まで考慮すると80年代 より増加 した
のである。
第3-1表,第3-2表,及び,こ れらの表から各経費の80年度から90年度にかけ
て,及 び,90年度か ら2000年度にかけての増加額 と両者の差を計算 した第3-3
表 に見 られ るように,80年代 には歳 出は80年度の434,050億円か ら90年度の
692,687億円まで258,637億円増加 したのに対 して,90年代には90年度の692,687
億円か ら2000年度の893,211億円まで200,524億円増加 した。このように,一 般
会計の上では歳出の増加額は90年代 には80年代に比べて減少 したが,6兆 円程
度の減少にとどまったのである。
しか し,このことも一般会計だけを見た場合のことであって,特 別会計 まで
視野に入れると90年代には歳出は80年代に比べて減少するどころか増加さえ し
たのである。
このことを明らかにするために,先 に,地 方交付税交付金を初めとする地方
への交付金について検討を加えてお くことにしよう。
第3-3表に見 られるように,地方交付税交付金は80年代の最大の増加項 目で80
年度か ら90年度にかけて89,787億円増加 したが,90年代 には10,159億円減少 し
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(単位 億円)
年度 歳出総額 社会保障関 係 費 国債費
地方交付
税交付金
公共事業
関 係 費
文教及び科
学振興 費
80 434,050 81,703 54,916 69,521 68,955 46,059
81 469,212 88,237 66,542 80,396 70,853 48,221
82 472,451 91,855 69,069 75,352 72,473 48,300
83 506,353 93,171 81,675 73,151 72,285 48,292
84 514,806 97,773 92,327 90,361 70,543 49,209
85 530,045 99,016 101,805 96,901 68,906 48,830
86 536,404101,269 106,644 97,347 70,031 48,523
87 577,311102,399118,514110,862 73,866 50,414
88 614,711117,479120,307130,312 66,761 49,814
89 658,589123,533120,898149,647 74,055 50,628
90 692,687114,805143,142159,308 69,557 54,100
年度 防衛関係費 その他事
項 経 費
恩 給 費 経済協力費 エネルギー対 策 費
中小企業
対 策 費
80 22,496 44,477 16,530 3,684 4,240 2,398
81 24,409 44,654 17,896 3,929 4,962 2,416
82 25,718 43,935 18,630 4,729 5,586 2,402
83 27,622 43,803 18,625 4,780 5,491 2,335
84 29,509 43,184 18,488 5,286 6,063 2,264
85 31,789 43,351 18,683 5,715 6,007 2,101
86 33,123 41,000 18,867 5,742 5,542 2,207
87 34,553 42,353 19,077 6,530 4,686 2,601
88 36,695 42,697 18,806 7,285 4,523 2,540
89 39,219 49,841 18,465 7,622 5,461 2,369
90 42,530 58,000 18β17 8,188 5,469 2,400
年度 食糧管理費 産業投資特別会 計へ 繰 入
臨時地方特
例交付 金
借入金等利
子財源繰入
決算不足補
て ん繰 戻
80 10,304 0 3,795 4,971 0
81 10,127 0 1,306 5,264 0
82 10,035 0 0 4,365 0
83 9,146 0 20 3,433 22,525
84 7,969 0 0 1,829 0
85 6,940 0 0 0 0
86 6,109 0 0 0 0
87 6,876 4,580 0 0 0
88 4,775 12,717 0 0 0
89 4,566 12,286 0 0 0
90 4,041 12,828 0 0 0
(出所)財務省 『財政統計』
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第3-2表90年代の主要経費別歳出額 (単位 億円)
年度 歳出総額 社会保障関 係 費 国 債 費
地方交付
税交付金
公共事業
関 係 費
文 教及び
科学振興費
90 692,687114,805143,142159,308 69,557 54,100
91 705,472121,500155,366 158,002 74,205 55,934
92 704,974127,557146,284142,037 96,715 58,478
93 751,025133,463137,142 139,498136,845 63,921
94 736,136136,034134,222120,687132,076 59,379
95 759,385145,429128,204 123,021127,950 66,666
96 788,479150,323160,839 139,450123,402 63,635
97 784,703153,855159,258154,810110,671 63,103
98 843,918156,582176,985143,046130,342 71,246
99 890,374190,224202,719124,445129,723 67,991
00 893,211176,364214,461149,149119,096 68,717
年度 防衛関係費 そ の 他事項経費 恩 給 費 経済協力費
エネルギー
対 策 費
中小企業
対 策 費
90 42,530 58,000 18,317 8,188 5,469 2,400
91 44,409 44,852 18,155 8,595 5,893 2,073
92 45,888 46,637 18,075 8,927 6,300 2,531
93 46,017 51,173 17,891 9,497 6,748 3,980
94 46,375 50,999 17,519 9,847 6,707 2,601
95 47,200 59,438 17,073 10,341 7,078 6,228
96 48,152 55,094 16,526 10,606 6,961 1,944
97 49,502 52,723 15,966 ユ0,833 6,806 2,472
98 49,561 68,618 15,479 10,816 7,187 9,791
99 48,973 59,962 14,845 10,187 6,764 8,183
00 49,066 62,757 14,179 10,124 6,774 9,330
年度 食糧管理費 産業投資特別会 計へ 繰 入
地方特例
交 付 金
緊急金融
安定化資金
決算不足補
て ん繰 戻
90 4,041 12,828 0 0 0
91 3,787 12,703 0 0 0
92 3,492 2,054 0 0 0
93 3,084 1,767 0 0 0
94 2,615 1,626 0 0 15,448
95 2,687 12,406 0 0 5,663
96 3,083 1,613 0 6,850 0
97 3,056 1,649 0 0 0
98 2,674 1,590 0 0 0
99 2,659 1,127 6,399 0 16,174
00 2,467 1,586 9,140 0 0
(出所)第3-1表に同 じ。
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第3-3表80年度から90年度にかけて,及 び,90年度から2000年度にかけての
歳 出の増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
歳出総額 258,637 200,524 一58,113
社会保障関係費 33,102 61,559 28,457
国債費 88,226 71,319 一16,907
地方交付税交付金 89,787 一10,159 一99,946
公共事業関係費 602 49,539 48,937
文教及び科学振興費 8,041 14,617 6,576
防衛関係費 20,034 6,536 一13,498
その他事項経費 13,523 4,757 一8,766
恩給費 1,787 一4,138 一5,925
経済協力費 4,504 1,936 一2,568
エネルギー対策費 1,229 1,305 76
中小企業対策費 2 6,930 6,928
食糧管理費 一6,263 一1,574 4,689
産業投資特別会計へ繰入 12,828 一11,242 一24,070
地方特例交付金 0 9,140 9,140
臨時地方特例交付金 一3,795 0 3,795
借入金等利子財源繰入 一4,971 0 4,971
緊急金融安定化資金 0 0 0
決算不足補てん繰戻 0 0 0
(出所)第3-1表,及 び,第3-2表 よ り作 成 。
た。時系列で見て も(第3-2表参照),90年度の159,308億円をピークとしてそ
の後は一度 もそれを上回っていない。
地方交付税交付金が90年代に減少することになった基本的要因はもちろん国
税収入の減少のため国税5税 からの配分部分が減少 したことにある。第3-4表
に見 られるように,国税5税 からの配分部分は80年代 には80年度の67,811億円
か ら90年度の157,748億円まで89,937億円増加 したが,90年代 には90年度の
157,748億円から2000年度の136,949億円まで20,799億円 も減少 したのである
(一番減少 した99年度を90年度と比較すると38,863億円 とこれの2倍 近い減少
となる)。
これに対 して国は加算措置や地方特例交付金などでこの国税からの配分部分の
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第3-4表一般会計からの地方への交付金(臨時地方特例交付金 ・地方特例交付金
を含む)(単 位 億円)
年度
一般会計
からの地
方への交
付金
国税5税
からの配
分部分
以下の
4項目
の合計
過年度
精算額
特 例
措置額
加算額
臨時地方
特例交付
金 ・地方
特例交付
金
80 73,31667,811 5,505 1,160 550 3,795
81 81,70280,396 1,306 1,306
82 75,35275,494 一142 一142
83 73,17179,686一6,515 一7,992 1,457 20
84 90,36187,392 2,969 1,209 1,760
85 96,90195,901 1,000 1,000
86 97,34796,294 1,053 一147 1,200
87 110,862102,246 8,616 5,298 3,318
88 130,312117,459 12,85310,808 2,045
89 149,647143,6056,042 6,042 0
90 159,308157,748 1,561 1,561 0
91 158,002158,960 一958 4,042 一5,000
92 142,037149,992 一7,956 542 一8,708 210
93 139,498142,664 一3,166 一3,536 370
94 120,687128,992一8,305 一10,365 300 1,760
95 123,02126,630一3,609 一5,797 378 1,810
96 139,450129,410 10,040 1,649 8,391
97 154,810147,502 7,308 1,487 5,821
98 143,046131,332 11,714 11,714
99 130,843118,88511,959 5,560 6,399
00 158,289136,949 21,340 4,700 7,500 9,140
(注)特例措置額には過年度特例措置額に係る減額分を含む。また,加算額は法定加
算額と特例加算額と臨時特例加算額の合計。
(出所)財務省 『決算の説明』,及び,総務省 『地方財政自書』より作成。
減少を埋め合わせ ようとした。その額は2000年度には2兆円を超える額となった
が,そ れでも一般会計からの地方への交付金の額(地 方交付税交付金 と地方特例
交付金の合計)は90年度のピークを越えることができなかったのである。
しか し,このように一般会計からの地方への交付金が減少 したか らといって地
方への交付金そのものが減少 したわけではなかった。
第3-5表か らわかるように,主 に借 り入れによる特別会計(交 付税及び譲与
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第3-5表地方への交付金総額
(単位 億 円)
年度 地 方 へ の交付金総額
一般会計からの
地方への交付金
特別会
計部分 (借入金) (剰余金の活用)
80 81,140 73,316 7,824 5,330
81 87,166 81,702 5,465 1,760
82 91,776 75,352 16,424 17,531
83 88,685 73,171 15,514 18,958
84 85,452 90β61 一4,910
85 94,499 96,901 一2,401
86 98,309 97,347 962 4,502
87 105,610 110,862 一5,252 一2,304 5ユ0
88 112,104 130,312 一18,208 一11,837
89 134,552 149,647 一15,095 一17,456 686
90 143,280 159,308 一16,028 一14,625
91 148,887 158,002 一9,115 一8,489
92 156,792 142,037 14,755 15,126
93 154,351 139,498 14,853 16,097
94 155,320 120,687 34,632 36,369 400
95 161,529 123,021 38,508 42,532
96 168,891 139,450 29,441 36,897 300
97 171,276 154,810 16,466 17,690 1,100
98 180,489 143,046 37,443 40,413 2,000
99 215,041 130,843 84,198 88,580 1,500
00 226,904 158,289 68,615 80,881 1,300
年度 (借入金等地方利子負担額) (返還金)
(特例措置によ
る調整減額)
(翌年度繰越額 ・
前年度繰越額)
80 1 2,493
81 0 3,705
82 28 一1,135
83 一3,446 2
84 一3,638 1 一1,272
85 一3,694 20 1,272
86 一3,547 6
87 一3,461 3
88 一2,780 10 一3,600
89 一1,929 4 3,600
90 一1,406 3
91 一627 0
92 一372 1
93 一1,246 2
94 一2,137 0
95 一4,033 9
96 一4,830 5 一2,931
97 一5,259 4 2,931
98 一4,974 4
99 一5,883 0
00 一8,279 42 一5,328
(出所)第3-4表に同 じ。
108 商 学 討 究 第55巻 第2・3号
税配付金特別会計)で の増額によって 第3-6表交付税及び譲与税配付金特
別会計における借入金残高90年代の地方への交付金総額は83,624
(単位億円)
億 円(90年度の143,280億円→2000年
度の226,904億円)も 増加 したのであ
り,80年代 の62,140億円(80年度の
81,140億円→90年度の143,280億円)
の増加に比べて21,484億円も多 く増加
したのである。
このような特別会計を通 じたごまか
しは,第3-6表に見 られ るような交付
税及び譲与税配付金特別会計における
借入金残高の増大に現われているので(出 所)財務省 『国債統計年報』
あ り,借 入金残高は2000年度末には
381,318億円の巨額にのぼっているのである。
第3-7表は第3-3表の諸経費を地方への交付金関連経費,90年代の増加額 と80
年代の増加額の差がプラスの経費,及 び,そ れがマイナスの経費の3つ に分類
した ものであるが,地 方への交付金総額がすべて一般会計によってまかなわれ
たとした場合に歳出がどのように変化するかを示すために,こ の表の地方への
交付金関連経費の小計の90年代の増加額の ところに地方への交付金総額の増加
額である上の83,624億円を入れ,小 計がこれになるように地方交付税交付金の
増加額の ところに74,484億円を入れて必要部分を計算 し直す と第3-8表の よう
になる。
この表か らわかるように,地 方への交付金総額がすべて一般会計によってま
かなわれたとすれば,90年代の歳出の増加額は285,168億円とな り,80年代の
増加額258,636億円よ り26,532億円多 くなるのである。
こうい うわけで,実 質的には,歳 出は90年代には80年代 より2兆6,000億円
余 り増加 したのであるが,90年代に歳出がこのように80年代に比べて増加 した
要因は,地 方への交付金関連経費の増加に加えて第3-8表中段の諸経費が80年
年度末 年度末
80 76,97191 6,733
81 78,73092 21,859
82 96,26193 37,956
83 115,21994 74,326
84 56,94195 116,857
85 56,94196 153,754
86 61,44497 171,444
87 59,13998 211,857
88 47,30299 300,437
89 29,84600 381,318
90 15,221
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第3-7表地方への交付金関連経費,増加額の差がプラスの経費,及び,増加
額の差がマイナスの経費(単 位億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
地方への交付金関連経費
地方交付税交付金 89,787 一10,159 一99,946
地方特例交付金 0 9,140 9,140
臨時地方特例交付金 一3,795 0 3,795
借入金等利子財源繰入 一4,971 0 4,971
小 計 81,021 一1,019 一82,040
増加額の差がプラスの経費
社会保障関係費 33,102 61,559 28,457
公共事業関係費 602 49,539 48,937
文教及び科学振興費 8,041 14,617 6,576
エネルギ ー対策費 1,229 1,305 76
中小企業対策費 2 6,930 6,928
食糧管理費 一6,263 一1,574 4,689
小 計 36,713 132,376 95,663
増加額の差がマイナスの経費
国債費 88,226 71,319 一16,907
防衛関係費 20,034 6,536 一13,498
その他事項経費 13,523 4,757 一8,766
恩給費 1,787 一4,138 一5,925
経済協力費 4,504 1,936 一2,568
産業投資特別会計へ繰入 12,828 一11,242 一24,070
小 計 140,902 69,168 一71,734
合 計 258,636 200,525 一58,111
(出所)第3-3表より作成。
代に比べて増加 したことにある。
これ ら諸経費は全体で90年代 には80年代 に比べて95,663億円増加 している
が,社 会保障関係費の28,457億円と景気対策関連費の55,865億円(公 共事業関
係費の48,937億円と中小企業対策費の6,928億円の合計)の 合計84,322億円で
全体の88.1%と9割近 くを占めている。このことか ら,地方への交付金の増加
に加えて,こ れら社会保障関係費や景気対策関連費が増加 したことが歳出が90
年代に80年代よ り増加 した基本的要因であることがわかる。
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第3-8表90年代の地方への交付金総額の増加がすべて一般会計によってまか
なわれたとした場合(単 位億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
地方への交付金関連経費
地方交付税交付金 89,787 74,484 一15,303
地方特例交付金 0 9,140 9,140
臨時地方特例交付金 一3,795 0 3,795
借入金等利子財源繰入 一4,971 0 4,971
小 計 81,021 83,624 2,603
増加額の差がプラスの経費
社会保障関係費 33,102 61,559 28,457
公共事業関係費 602 49,539 48,937
文教及び科学振興費 8,041 14,617 6,576
エネルギ ー対策費 1,229 1,305 76
中小企業対策費 2 6,930 6,928
食糧管理費 一6,263 一1,574 4,689
小 計 36,713 132,376 95,663
増加額の差がマイナスの経費
国債費 88,226 71,319 一16,907
防衛関係費 20,034 6,536 一13,498
その他事項経費 13,523 4,757 一8,766
恩給費 1,787 一4,138 一5,925
経済協力費 4,504 1,936 一2,568
産業投資特別会計へ繰入 12,828 一11,242 一24,070
小 計 140,902 69,168 一71,734
合 計 258,636 285,168 26,532
(注)本表は第3-7表の地方へ の交付金関連経費の90～00年度の増加額の合計が
83,624億円になるように地方交付税交付金の90～00年度の増加額のところに
第3-7表の一10,159に換 えて74,484を入れて計算 し直 した ものである。
(出所)第3-7表より作成。
このことは他の2つ の経費,文 教及び科学振興費と国債費にやや詳細 な検討
を加えることによってさらに一層明 らかになるので,以 下 この2つ の経費につ
いて検討 してみることにしたい。
まず,文 教及び科学振興費から検討 してみることにしよう。
文教及び科学振興費の中の6つ の主要項目の推移 は第3-9表の通 りであるが,
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第3-9表文教及び科学振興費
1ヱヱ
(単位 億円)
年度 文教 及び科学振興費
義務教育費
国庫負担金
国 立 学 校
特別会計へ繰入 科学技術振興費
80 46,059 20,292 9,808 3,482
81 48,221 21,684 10,143 3,684
82 48,300 22,205 10,155 3,805
83 48,292 22,545 10,156 3,872
84 49,209 23,398 10,969 4,090
85 48,830 23,949 10,751 3,756
86 48,523 23,850 10,837 3,815
87 50,414 23,910 11,80ユ 4,678
88 49,814 24,630 11,244 4,293
89 50,628 24,755 11,848 4,528
90 54,100 26,972 12,643 4,736
91 55,934 28,012 13,048 4,986
92 58,478 27,776 14,533 5,628
93 63,921 27,275 18,449 7,268
94 59,379 27,272 14,927 6,681
95 66,666 27,379 18,889 8,915
96 63,635 28,423 16,053 8,130
97 63,103 28,797 15,351 8,437
98 71,246 28,779 19,942 11,437
99 67,991 28,606 17,313 11,026
00 68,717 29,802 17,327 11,854
年度 文教施設費 教育振興助成費 育英事業費
80 6,052 5,620 804
81 5,902 5,903 905
82 5,319 5,909 908
83 4,935 5,880 903
84 4,263 5,629 861
85 3,878 5,661 835
86 3,508 5,709 805
87 3,445 5,763 817
88 2,860 5,956 831
89 2,606 6,064 828
90 2,421 6,492 836
91 2,555 6,470 863
92 2,965 6,690 886
93 3,155 6,860 914
94 2,824 6,722 955
95 3,152 7,310 1,020
96 2,756 7,233 1,041
97 2,148 7,324 1,046
98 2,422 7,602 1,064
99 2,227 7,608 1,211
00 2,008 6,463 1,264
(出所)eg3・-1表に 同 じ。
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第3-10表文教及び科学振興費の80年度から90年度にかけて,及 び,90年度か
ら2000年度にかけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億
円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
文教及び科学振興費 8,041 14,617 6,576
義務教育費国庫負担金
国立学校特別会計へ繰入
科学技術振興費
文教施設費
教育振興助成費
育英事業費
6,680
2,835
1,254
-3,631
872
32
2,830
4,684
7,118
-413
-29
428
一3
,850
1,849
5,864
3,218
-901
396
(出所)第3-9表より作成。
この表から6つ の項 目の80年代の増加額 と90年代の増加額を比較 してみると第
3-10表のようになる。
この表か らわかるように,80年代に比べて90年代に大 きく増加 したのは国立
学校特別会計へ繰入と科学技術振興費である。
まず,科 学技術振興費は直接的な景気対策費ではないが,い わゆる自立的な
景気拡大 を目指 して増額 されたものと考えられるか ら,その増加は景気対策関
連費の増加 に数え入れることが許されるであろう。このことは公共事業関係費
が高い伸びとなっている92年度か ら93年度にかけてや98年度(それぞれ30.3%,
41.5%,17.8%)に科学技術振興費 も高い伸びとなっていることからも言える
であろう(92年度12.9%,93年度29.1%,98年度35.6%)。
次に,も う一つの国立学校特別会計へ繰入についてであるが,こ れを国立学
校運営費 と国立学校船舶建造及施設費の二つに分けてみると第3-11表のように
な り,この表か ら両者の80年代の増加額 と90年代の増加額を比較 してみると第
3-12表のようになる。
この表に見 られるように,一 方の国立学校運営費は90年代にも増加 してはい
るが,そ の増加額は80年代の増加額よりは減少 している。これに対 して,も う
一方の国立学校船舶建造及施設費は80年代には減少 したのに90年代には増加 し
財政危機の第4段階とその様相
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(単位 億円)
年度 国立学校特別会計へ繰入 国立学校運営費 国立学校船舶建造及施設費
80 9,808 8,342 1,466
81 10,143 8,794 1,350
82 10,155 8,978 1,177
83 10,156 9,068 1,088
84 10,969 9,925 1,044
85 10,751 9,796 954
86 10,837 10,050 787
87 11,801 10,616 1,185
88 11,244 10,692 552
89 11,848 11,278 570
90 12,643 12,246 397
91 13,048 12,437 610
92 14,533 12,954 1,579
93 18,449 13,512 4,937
94 14,927 13,589 1,337
95 18,889 14,158 4,731
96 16,053 14,128 1,925
97 15,351 14,328 1,023
98 19,942 14,449 5,493
99 17,313 14,424 2,888
00 17,327 14,554 2,773
(出所)財 務省 『決算の説明』 より作成。
第3-12表国立学校特別会計へ繰入の80年度から90年度にかけて,及 び,90年
度 から2000年度 にかけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
国立学校特別会計へ繰入 2,835 4,684 1,849
国立学校運営費
国立学校船舶建造及施設費
3,904
-1,069
2,308
2,376
一1,596
3,445
(出所)第3-11表より作成。
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てお り,これが国立学校特別会計へ繰入全体の80年代 に対する90年代の増加の
要因となっている。 したがって,こ の国立学校特別会計へ繰入 に関 しても公共
事業関係費に入れることも可能であるような費目,し たがってまた,景 気対策
関連費の増加が80年代に対する90年代の増加の要因となっているのである。こ
のことは国立学校船舶建造及施設費が科学技術振興費の場合 と同様,公 共事業
関係費が高い伸びとなっている92年度か ら93年度にかけてや98年度に高い伸び
となっていることか らも言えるであろう(92年度158.9%,93年度212.7%,98
年度437.0%)。
以上のようなわけで,文 教及び科学振興費は90年代には80年代より6,576億円
多 く増加 したのであるが,そ れはほとんどもっぱら科学技術振興費や国立学校船
舶建造及施設費という景気対策関連費の増加によるものであったのである。
次に国債費について検討 してみることにしよう。
第3-8表のように,国 債費 は80年代には88,226億円と大 きく増加 した。90年
代 にも71,319億円と大 きく増加 したが,80年代の増加額 と比べると1兆7,000
億円程度下回 り,防衛関係費などの下段のその他の諸経費 と並んで90年代の歳
出の増加額 と80年代のそれとの差を小 さくする経費の一つ となったが,詳 しく
検討 してみると事はそう単純ではないことがわかる。
国債費を国債償還費,借 入金償還費,利 子及び割引料支払費,及 び,国 債事
務取扱費に分け,こ れら各項 目の80年代 と90年代の増加額を比べてみたものが
第3-13表,及び,第3-14表である。
国債費の各項目の中では国債償還費 と利子及び割引料支払費が圧倒的部分を
占めるが,こ れ ら両者が80年代 と90年代 とで対照的な動きを示 していることに
注 目される。
80年代には国債償還費が23,556億円増加 したのに対 して,利 子及び割引料支
払費は64,150億円増加 し,利子及び割引料支払費の増加額が国債償還費の増加
額を大きく上回っていた。
これに対 して,90年代には利子及び割引料支払費の方は8,104億円減少 した
が,国 債償還費の方は67,914億円と80年代の増加額を大きく上回って増加 した
第3-13表国 債 費
財政危機の第4段階とその様相 1.Z5
(単位 億円)
年度 国 債 費 国債償還費 借入金償還費 利 子 及 び害唖引料支払費
国債事務
取 扱 費
80 54,916 10,471 3 43,823 618
81 66,542 10,320 1 55,746 476
82 69,069 2,629 0 65,827 614
83 81,675 4,461 0 76,610 604
84 92,327 4,278 0 87,380 670
85 101,805 3,945 0 96,983 877
86 106,644 3,432 0 102,303 909
87 118,514 7,212 6,497 103,950 855
88 120,307 14,945 0 104,558 804
89 120,898 14,589 0 105,620 689
90 143,142 34,027 293 107,973 849
91 155,366 38,650 5,600 110,229 886
92 146,284 36,399 903 108,081 901
93 137,142 30,103 0 106,077 963
94 134,222 26,095 0 107,064 1,063
95 128,204 20,018 0 107,081 1,105
96 160,839 43,865 8,684 107,252 1,038
97 159,258 42,702 9,359 106,003 1,195
98 176,985 57,091 10,412 107,955 1,527
99 202,719 87,256 9,ユ45 104,941 1,378
00 214,461 101,941 11β34 99,869 1,316
(出所)財 務省 『決算の説明』
第3-14表国債費の80年度 から90年度にかけて,及 び,90年度から2000年度 に
かけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
国債費 88,226 71,319 一16,907
国債償還費
借入金償還費
利子及び割引料支払費
国債事務取扱費
23,556
290
64,150
231
67,914
11,04ユ
ー8,104
467
44,358
10,751
-72,254
236
(出所)第3-13表よ り作成。
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第3-15表90年代の国債償還費の増加額が80年代と同額であった場合
(単位 億)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増加額 増加額 増加額の差
国債費 88,226 26,960 一61,266
国債償還費
借入金償還費
利子及び割引料支払費
国債事務取扱費
23,556
290
64,150
231
23,556
11,041
-8,104
467
0
10,751
-72,254
236
(注)本表は国債償還費の90～00年度の増加額の ところに第3-14表の67,914億円
に換 えて23,556億円を入れて計算 し直 したものである。
(出所)第3-14表より作成。
のである。
91年度まで増大 を続けていた利子及び割引料支払費がその後減少傾向を辿 っ
た基本的要因はもちろん90年代における金利の急激な低下である。そ して,こ
れが景気対策が財政事情に有利に働いた唯一の要因だったのである。
このように,国債費の中で最大の項 目であった利子及び割引料支払費が90年
代に入 ると傾向的に減少 してい き,90年代全体では8,104億円減少 したのであ
るか ら,も し,90年代の国債償還費の増加額が80年代の増加額 と同 じ額でとど
まっていたとすれば,他 の事情に変化がなければ,第3-15表のように61,266億
円だけ80年代より国債費の増加額を減らすことがで きたのである。
それにもかかわらず,実 際には国債償還費が80年代の23,556億円の増加に対
して90年代 には67,914億円と80年代の増加額を大きく上回って増加 したために
国債費の90年代の増加額は80年代のそれに対 して16,907億円の減少にとどまっ
たのである。
このように90年代 に国債償還費が大 きく増加 した要因はやはり一種の景気対
策である。98年度には補正予算で 「預金保険機構 に交付 した国債の円滑な償還
を確保するため」ユo)として,1,105,400百万円が国債償還費に追加 された。99
10)前掲 『財政金融統計月報』,1999年5月号(第565号),216p。
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年度には同 じ目的のために当初予算で2,500,000百万円,補 正予算で927,905百
万円,合計で3,427,905百万円が国債償還費に投入された11)。そ して,続く2000
年度にも同 じ目的のために当初予算で4,500,000百万円が国債償還費に投入 さ
れた12)。これ らの結果 として,98年度か ら2000年度にかけて国債償還費,し
たがってまた,国 債費が急増 したのである。
以上のようなわけで,国 債費は表面的に見 ると90年代の歳出の増加額 と80年
代のそれ との差を小 さくする経費の一つ となっているが,も し,上 のような国
債償還費への投入が行われなかった とすれば,そ の差はおそらくマイナスとな
り,実質的に見た場合でも90年代の歳出の増加額は80年代のそれを下回ってい
たと思われるのであり,そ の意味では,国債費は90年代の歳出の増加額が80年
代のそれを実質的に上回る大 きな要因 となった と言わなければな らないであ
る。
そして,こ のような結果をもたらした基本的要因はやはり金融システム安定
化策 という一種の景気対策であったのである。
以上のようなわけで,90年代には歳出は実質的には28兆5,000億円余 り増加
し,80年代の歳出の増加額 を2兆6,000億円余 り越えたのであるが,こ のよう
に90年代 に歳出が80年代 に比べて大 きく増加 した基本的要因は,地 方への交付
金が80年代に比べて増加 したことに加えて,社 会保障関係費や景気対策関連費
が80年代に比べて大 きく増加 したことにあるのである。
ところで,地 方への交付金の増加 について言えば,こ れ も地方の社会保障費
や景気対策関連費が増加 したことが主な要因であることは容易に推測されると
ころであるが,以 下,こ のことを簡単に確かめておくことにしよう。
第3-16表は地方の歳出純計の 目的別分類であ り,こ の表の各経費を社会保
障 ・景気対策関連費,公 債費,そ の他経費に分け,そ れぞれの経費の80年度か
ら90年度にかけて,及 び,90年度か ら2000年度にかけての増加額 と両者の差 を
計算 したものが第3-17表である。
11)同 上,74p,及 び,同 上,2000年5月 号(第577号),203p参 照 。
12)同 上,2000年5月 号(第577号),72p参 照 。
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第3-16表地方の歳出決算純計 ・目的別分類 (単位 億円)
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(出所)第3-1表 に 同 じ。
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第3-17表80年度 から90年度にかけて,及 び,90年度 から2000年度 にかけての
地方の歳出の増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
総計 326,924 191,432 一135,492
社会保障 ・景気対策関連費
民生費 31,997 51,639 19,642
土木費 80,167 20,685 一59,482
商工費 17,434 19,945 2,511
労働費 368 127 一241
小 計 129,966 92,396 一37,570
公債費 32,748 58,529 25,781
その他経費
議会費 1,750 670 一1,080
総務費 64,409 一13,853 一78,262
衛生費 17,832 19,202 1,370
農林水産業費 10,883 9,101 一1,782
警察費 9,342 8,036 一1,306
消防費 6,035 4,939 一1,096
教育費 50,369 14,800 一35,569
災害復旧費 2,138 一2,102 一4,240
諸支出金 1,587 一298 一1,885
前年度繰上充用金 一133 12 145
小 計 164,212 40,507 一123,705
(出所)第3-16表より作成。
まず,地 方の歳出純計は80年代には326,924億円(80年度の457,808億円→90
年度の784,732億円)増 加 したのに対 して,90年代には191,432億円(90年度の
784,732→2000年度の976,164億円)増 加 した。 このように,地 方の歳出は90年
代 には80年代に比べて減少 した ものの20兆円近 く増加 した。
3つの経費グループでは,民 生費,土 木費,商 工費,労 働費 といった社会保
障 ・景気対策関連費が80年代の129,966億円に比べれば4兆 円近 く減少 した も
のの92,396億円と10兆円近 くも増加 している。 これは80年代に比べ12兆円以上
も減少 したその他経費の増加額40,507億円の2倍 以上の増加である。そして,
残る公債費は90年代 には58,529億円と個々の経費の中で最大の増加 となってい
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るが,こ れは90年代の地方債の発行の急増 によるところが大 きく13),この急
増は社会保障 ・景気対策関連費の上のような大 きな増加を主な要因 とすること
は間違いないところであろう。
こういうわけで,地 方の歳出が増加 し,その結果国の地方への交付金が増加
せざるをえなかったのは,国 の場合 と同様,地 方でも社会保障費や景気対策関
連費費が増加 したことを主な要因としているのである。
したがって,結 局のところ,90年代に国の歳出が80年代の増加額を越えて大
きく増加 した基本的要因は国と地方の社会保障費 と景気対策関連費が大 きく増
加 したことにあるのである。
最後に,社 会保障関係費の増加について整理してお くことにしよう。
社会保障関係費は第3-8表のように90年代 には61,559億円増加 し,80年代の
増加額を28,457億円越えた。
社会保障関係費を主要5項 目に分けた ものが第3-18表であ り,この表から各
項 目の80年度から90年度にかけて,及 び,90年度か ら2000年度にかけての増加
額 と両者の差を計算 したものが第3-19表である。この第3-19表に見 られるよう
に,90年代には主要5項 目のどれもが増加 している。また,保 健衛生対策費だ
けは90年代の増加額が80年代のそれを下回ったが,そ の他の項 目はすべて90年
代の増加額が80年代のそれを上回った。
13)付表2か ら計算 され るように,地 方債は80年度から90年度にかけては1兆5,260
億 円しか増えなかったが,90年度か ら2000度にかけては4兆8,582億円も増加 した
のである。最大の増加額 となる90年度か ら95年度にかけてで見ると10兆7,203億円
もの増加 となる。
付表2地 方債発行額の推移(単 位 億円)
年度 80 81 82 83 84 85 86
47,31949,09449,18952,30850,09044,99152,634
年度 87 88 89 90 91 92 93
59,66256,263 56,14862,579 72,587101,997133,703
年度 94 95 96 97 98 99 00
142,955169,782156,153140,786151,356130,733111,161
(出所)第3-1表に同 じ。
第3-18表社会保障関係費
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(出所)第3-1表に同じ。
第3-19表社会保障関係費の80年度 から90年度にかけて,及び,90年度から2000
年度にかけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
社会保障関係費 33,102 61,559 28,457
生活保護費
社会福祉費
社会保険費
保険衛生対策費
失業対策費
759
10,742
20,515
1,519
-432
4,674
15,849
39,288
216
1,530
3,915
5,107
18,773
-1,303
1,962
(出所)第3-18表より作成。
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これらのうち,生 活保護費や失業対策費については,90年代の増加額が80年
代のそれを上回ったのは景気の低迷の持続 によって余儀なくされた結果である
ことは言うまでもないであろう。
社会福祉費は多岐の項 目に分かれているが,こ こではとりあえず,そ れ らを
老人福祉費,社 会福祉施設整備費,児 童関係費,及 び,そ の他の社会福祉費の
4つに分類 し,それ らの80年度から90年度 にかけて,及 び,90年度から2000年
度にかけての増加額 と両者の差 を計算 してみると第3-20表,及び,第3-21表の
ようになる。
老人医療費に対する拠 出を主な内容 とする老人福祉費は90年代にも大きく増
第3-20表社会福祉費 (単位 億円)
年度 社会福祉費 老人福祉費 社会 福祉施設整備費 児童関係費
そ の 他 の
社会福祉費
80 13,538 4,833 1,125 6,821 760
81 14,851 5,333 1,217 7,436 865
82 15,945 6,193 919 7,902 931
83 19,282 9,116 843 8,328 996
84 20,396 9,742 884 8,759 1,010
85 20,599 10,302 796 8,524 977
86 19,544 10,703 779 7,193 869
87 20,119 11,332 776 7,056 955
88 21,724 12,111 810 7,067 1,735
89 23,005 13,035 856 7,338 1,776
90 24,280 14,175 978 7,758 1,368
91 26,098 15,233 1,104 8,129 1,631
92 28,683 17,124 1,222 8,356 1,981
93 30,571 18,209 1,531 8,520 2,311
94 32,667 19,769 1,523 8,676 2,699
95 36,922 22,460 2,349 9,107 3,006
96 40,688 23,967 2,239 9,572 4,909
97 42,690 25,415 2,190 10,165 4,920
98 46,549 26,514 2,462 10,652 6,921
99 58,539 29,660 2,668 10,957 15,253
00 40,129 23,222 2,278 11,451 3,179
(注)児童関係費は児童保護費と児童扶養手当給付諸費と特別児童扶養手当等給付諸費
の合計。その他の社会福祉費は社会福祉諸費,身体障害者保護費,婦人保護費,母
子福祉費,臨時福祉特別給付諸費,国立更正援護所費,緊急少子化対策費の合計。
(出所)第3-11表に同じ。
財政危機の第4段階とその様相 123
第3-21表社会福祉費の80年度から90年度にかけて,及 び,90年度から2000年
度 にかけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
社会福祉費 10,742 15,849 5,107
老人福祉費
社会福祉施設整備費
児童関係費
その他の社会福祉費
9,342
-147
937
608
9,047
1,300
3,693
1,811
一295
1,447
2,756
1,203
(出所)第3-20表より作成。
加 しているが,そ の増加額は80年代のそれに比べると減少 している。
90年代 の増加額が80年代のそれを一番大 きく上回っているのは児童関係費
で,80年代 に比べて2,756億円多 く増加 しているが,こ れは主に保育施設の充
実 も含めた少子化対策の必要が増大 した結果であろう。次いで,社 会福祉施設
整備費が80年代 に比べて1,447億円多 く増加 しているが,こ れは社会福祉施設
の充実に対する要求からも来ているであろうが,景 気対策的意味合いの強いこ
とも間違いのないところであろう。最後に,様 々な福祉 に対する要求か ら生 じ
たその他の社会福祉費の1,203億円の増加が続いている。
最後 に,社会保障関係費の主要5項 目の中で最大の項 目であるとともに,90
年代の増加額が80年代のそれを一番大きく上回っている社会保険費についてで
あるが,こ れも多岐の項 目に分かれているので,と りあえず,そ れらを健康保
険関係費,年 金関係費,児 童手当国庫負担金,及 び,介 護保険助成費の4つ に
分類 し,それ らの80年代の増加額 と90年代の増加額,及 び,両 者の差を計算 し
てみると第3-22表,及び,第3-23表のようになる。
介護保険制度が2000年4月1日からスター トしたことにともない介護保険助
成費が2000年度に初 めて9,253億円計上 されため,こ れがそのまま90年度か ら
2000年度にかけての増加額,及 び,増 加額の差 となってお り,これが90年代の
増加額の80年代のそれに対する一番大 きな増加要因となっている。そして,こ
れに健康保険関係費の5,422億円,年 金関係費の2,823億円,児 童手当国庫負担
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第3-22表社会保険費
(単位 億円)
年度 社会保険費 健康保険関 係 費 年金関係費
児 童 手 当
国庫負担金
介護保険
助 成 費
80 51,531 28,154 22,580 798
81 55,441 30,153 24,517 770
82 56,778 30,690 25,380 709
83 53,990 31,060 22,290 640
84 56,907 30,412 25,827 667
85 59,096 29,559 28,889 648
86 62,551 30,657 31,288 607
87 63,280 31,654 31,065 562
88 77,591 31,560 45,653 377
89 82,138 48,519 33,272 348
90 72,046 35,007 36,764 275
91 76,417 36,334 39,806 278
92 79,220 36,191 42,591 439
93 81,960 35,916 45,721 324
94 83,421 37,598 45,716 106
95 86,400 41,274 44,982 143
96 88,043 43,476 44,306 262
97 88,192 43,813 44,100 279
98 87,040 42,185 44,600 254
99 104,372 51,624 52,466 280
00 111,335 47,282 53,773 1,284 9,253
(注)健康保険関係費は社会保険国庫負担金,健康保険組合助成費,国民健康保険助
成費の合計。年金関係費は厚生年金保険国庫負担金,厚生年金基金連合会等助成
費,国民年金国庫負担金,農業者年金等実施費,国民年金基金等助成費,日本鉄
道共済組合等助成費の合計。
(出所)財務省 『決算の説明』,及び,同 『決算参照』より作成。
第3-23表社会保険費の80年度から90年度にかけて,及 び,90年度から2000年
度にかけての増加額,及 び,両 者の差(単 位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
社会保険費 20,515 39,289 18,774
健康保険関係費
年金関係費
児童手当国庫負担金
介護保険助成費
6,853
14,184
-523
0
12,275
17,009
1,009
9,253
5,422
2,825
1,532
9,253
(出所)第3-22表より作成。
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金の1,532億円の増加が続いている。
第3-23表の児童手当国庫負担金 を第3-21表の児童関係費に含め,第3-21表の
その他の社会福祉費をその他の社会保障関係費と呼び換 えて,第3-19表,第3-21
表,及 び,第3-23表を一つの表にまとめてみると第3-24表のようになる。
この表に見 られるように,や は り,介護保険助成費が90年代の増加額の80年
代のそれに対する一番大 きな増加要因 となっている。 これに健康保険関係費,
児童関係費,生 活保護費,年 金関係費,失 業対策費が2,000億円程度以上の比
較的大 きな増加要因 として続いている。
このことか ら,社会保障関係費が90年代に80年代に比べて大 きく増加 したの
は,介 護保険制度が導入 されたこと,医療の高度化や高齢化によって医療や年
金に対する拠出が増えたこと,景気の低迷の持続によって生活保護費や失業対
策費の増加が余儀 なくされたこと,少子化対策が急務 となったこと,こ れらの
ことを主な要因としているということがわかるのである。
第3-24表第3-19表,第3-21表,及び,第3-23表の統合表
(単位 億円)
a b b-a
80～90年度 90～00年度
増 加 額 増 加 額 増加額の差
社会保障関係費 33,102 61,559 28,457
介護保険助成費 0 9,253 9,253
健康保険関係費 6,853 12,275 5,422
児童関係費 414 4,702 4,288
生活保護費 759 4,674 3,915
年金関係費 14,184 17,009 2,825
失業対策費 一432 1,530 1,962
社会福祉施設整備費 一147 1,300 1,447
老人福祉費 9,342 9,047 一295
保険衛生対策費 1,519 216 一1,303
その他の社会保障関係費 608 1,811 1,203
(出所)第3-19表,第3-21表,及 び,第3-23表 よ り作 成 。
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む す び
以上,90代の財政危機が財政危機の第4段 階である所以を他の諸段階との対
比において明 らかにするとともに,第4段 階の財政危機を歳入 ・歳出の両面か
ら詳 しく検討 してきた。
今まで述べて きたように,90年代に財政危機が新たな段階に入ったのは,一
方で,バ ブルの崩壊 とその後の景気の低迷の持続やこれに対抗するための金利
の継続的な引き下げや度重なる大規模な減税によって歳入が大 きく減少 してい
き,他方で,持 続する景気の低迷に対抗するための景気対策関連費の増加や高
齢化や少子化 などによる社会保障関係費の増加によって歳出が増加 し続けたこ
とによって,80年代に減少傾向をた どっていた歳入不足額,し たがってまた,
国債発行額が再び急増 を開始 し,財政危機が進行速度を大 きく加速 したことに
よるのである。80年代 には国債発行残高の増加は96兆円程度であったが,90年
代には200兆円以上も増加 し,2000年度末には税収の7倍 を越える367兆円余 り
という膨大な額に達 したのである。
この膨大な国債 の累積 によって急速 な財政再建路線への移行が不可避 とな
り,2001年度以降財政危機はまた新たな段階=第5段 階に移行することとなっ
たが,現 在進行 しつつある財政危機のこの新たな段階はどの ような様相のもの
となるであろうか。本稿で行ってきた財政危機の諸段階や90年代財政の分析 を
踏まえて,最 後 に,こ の点について若干の予測を試みてお くことにしよう。
問題は,次 の10年(2001年度から2010年度まで。これをここでは2000年代と
呼ぶ)を 展望 した場合,再 び80年代のような財政運営 に復帰することが可能か
どうかとい うことである。つまり,歳 出の伸びが多 くの年で純歳入の伸びを下
回 り,歳入不足額,し たがってまた,国 債発行額が徐々に減少 してい くという
ことが可能かどうか ということである。
これ以上のこと,つ まり,例えば,歳 出の伸 びが純歳入の伸びを大幅に下回
り続けてこの10年のうちに歳入不足が解消 され,国 債発行がゼロになるという
ようなことが可能か どうか とい うことを考 えることは意味のないことであろ
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う。このようなことがあ りえないことは誰の 目にも明 らかであろうからである。
だとすれば,考 えるに値するぎりぎりの線 は80年代のような財政運営である
が,こ れでさえもとても難 しいと言わなければならないであろう。
まず,2000年代 も景気 は90年代に引 き続 き弱い拡大 と深い不況の繰 り返 しと
なることが予想 される。
景気が拡大 し純歳入の伸 びがプラス となるような年はなんとか歳出の伸びを
純歳入の伸び以下に押さえることができるであろう。純歳入が少 しでも高い伸
びとなる可能性が出てくれば,歳 出拡大に対する要求が強まるであろうが,財
政再建の至上命令か らしてとても純歳入の伸びを上回るような歳出の伸びは許
されないであろうか らである。
しかし,そ のような景気が拡大 し純歳入の伸 びがプラスとなるような年は3
年か,あ るいは,多 くてもせいぜい4年 にとどまるであろう。
他方,不 況であるか景気がまだ回復過程にあるため純歳入の伸びがマイナス
となるような年は歳出の伸びを純歳入の伸び以下に押 さえることは難 しいであ
ろう。 このことは90年代財政の分析か ら十分予測 しうるところである。このよ
うな景気状況のもとでは多かれ少なかれ景気 に配慮 した予算を組 まざるをえな
い し,失業対策費や生活保護費 も増加せざるえない。 また,そ の他の社会保障
関係費もこのような景気状況のもとでも多かれ少なかれ増加は避けられない。
このため,純 歳入の減少に対応 して歳出を減少させ ようとしても限界があるの
であり,ど うしても歳出の伸 びは純歳入の伸びを上回ることにならなざるをえ
ないと思われるのである。
このように考えるとすれば,2000年代の10年のうち半分以上の年で歳出の伸
びが純歳入の伸びを上回 り,歳出の伸びが純歳入の伸びを下回るのはせいぜい
3年乃至4年 にとどまるであろうと予想されるのである。90年代には97年度と
2000年度の2度 歳出の伸びが純歳入の伸びを下回ったが,2000年代 にはそれが
90年代 より1,2度 多 くなる程度であろうと予想されるのである。
もしそうだとすれば,歳 入不足額,し たがってまた,国 債発行額が35兆円を
越えることが続いている最近の事態 を踏まえれば,2000年代にはほとんどの年
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で歳入不足額,し たがってまた,国債発行額は30兆円を越 えることにならざる
をえないであろう。90年代に国債発行額が6兆 円(91年度)→16兆円(93年度)
→21兆円(95年度)→34兆円(98年度)→37兆円(99年度)と 増加 していった
ようにどん どん増加 してい くということはないとしても,30兆円を越える国債
発行が続 くことは避けられないであろう。 したがって,財 政危機の進行速度=
国債発行残高の増加速度は90年代 よりは多少落ちるであろうが,平 均で5%以
上にはなるであろうし,国債発行残高の増加額は90年代の200兆円を大 きく越
えて300兆円を越える額に達す るであろう14)。
[2004年6月30日脱稿]
14)2004年度までの国債発行額は2001年度30兆円,2002年度34兆9,680億円(以 上決
算),2003年度36兆4,450億円(補 正後),2004年度36兆5,900億円(当 初)と なって
いるが,も し,2005年度以降30兆円の国債発行が続いた場合 には2001年度か ら2010
年度 までの国債発行額の合計は318兆30億円となる。もちろん,こ の間に国債の償
還が どの くらいの額 に達す るかにもよるが,国 債発行残高の増加額が300兆円を越
える可能性は高い と言えるであろう。
